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健　康　福　祉　部

一般会計 （単位：千円）

国支出金 地方債 その他

健 康 福 祉 政 策 課 4,271,456 4,713,846 -442,390 180,160 331,000 129,946 3,630,350

健 康 危 機 管 理 課 1,567,352 1,537,103 30,249 162,723 186,000 269,632 948,997

高 齢 者 支 援 課 2,714,746 3,129,776 -415,030 361,575 1,510,280 842,891

認知症施策・地域ケア推進課 28,932,448 29,822,709 -890,261 47,771 221,359 28,663,318

社 会 福 祉 課 5,189,813 5,077,046 112,767 3,265,039 108,822 1,815,952

子 ど も 未 来 課 24,227,269 23,217,780 1,009,489 1,198,073 913,337 22,115,859

子 ど も 家 庭 福 祉 課 12,309,375 11,431,519 877,856 2,997,303 648,000 369,753 8,294,319

障 が い 者 支 援 課 26,622,066 25,332,646 1,289,420 2,272,990 492,000 587,102 23,269,974

医 療 政 策 課 7,454,341 8,358,484 -904,143 3,526,167 10,000 1,847,917 2,070,257

国 保 ・ 高 齢 者 医 療 課 51,890,796 51,390,803 499,993 23,354 51,867,442

健 康 づ く り 推 進 課 3,076,938 3,059,315 17,623 1,334,083 216,282 1,526,573

薬 務 衛 生 課 264,232 230,255 33,977 20,290 93,873 150,069

合 計 168,520,832 167,301,282 1,219,550 15,366,174 1,667,000 6,291,657 145,196,001

母子父子寡婦福祉資金特別会計

子 ど も 家 庭 福 祉 課 111,655 115,035 -3,380 111,655

国民健康保険事業特別会計

国 保 ・ 高 齢 者 医 療 課 182,813,314 190,586,926 -7,773,612 53,580,320 129,232,994

健 康 づ く り 推 進 課 176,639 176,639 175,000 1,639

合 計 182,989,953 190,763,565 -7,773,612 53,755,320 129,234,633

総　　合　　計 351,622,440 358,179,882 -6,557,442 69,121,494 1,667,000 135,637,945 145,196,001

令和７年度　当初予算課別一覧表

課       名 本年度 前年度 比較
本　年　度　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一般財源

－1－



－2－

課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

149 社会福祉 1,356,576 1,370,590 -14,014 67,111 325,000 85,218 879,247 １．職員給与費 263,547
～ 総 務 費 　・社会福祉関係職員給
150

２．民生委員費 200,979
　・民生委員費
　　　民生委員・児童委員の活動等
　　　に要する経費

３．社会福祉協議会助成費 31,486
　・県社協活動助成費
　　　（福）県社会福祉協議会の地
　　　域福祉活動費について助成
　　　（地域福祉基金活用事業）

４．地域福祉振興費 119,879
（主な事業）
 (1)地域福祉計画推進・支援事業 1,957
　　　県地域福祉支援計画の推進に
　　　要する経費
　　　（地域福祉基金活用事業）

 (2)県ボランティアセンター事業費 5,510
　　補助
　　　（福）県社会福祉協議会が運
　　　営する県ボランティアセンタ
　　　ーの運営費について助成

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (3)地域の縁がわづくり推進・支援 3,908
    事業
　　　「地域の縁がわ」の普及と活
　　　動の充実に要する経費
　　　（地域福祉基金活用事業）

 (4)地域福祉総合支援事業 10,598
　　　「地域の縁がわ」等の地域福
　　　祉支援計画の推進に寄与する
　　　取組みに要する経費について
　　　助成
　　　（地域福祉基金活用事業）

 (5)水俣・芦北地域見守り活動推進 15,000
　　事業
　　　水俣・芦北地域における見守
　　　り活動の普及推進に取り組む
　　　市町への助成
　　　（地域福祉基金活用事業）

 (6)地域共生社会推進事業 74,246
　　　市町村の包括的な支援体制の
　　　整備に要する経費

－3－



－4－

課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (7)災害ボランティアセンター支援 4,968
　　事業
　　　（福）県社会福祉協議会が実
　　　施する災害ボランティアセン
　　　ター設置運営研修等に要する
　　　経費について助成
　　　（地域福祉基金活用事業）

 (8)地域の人づくり推進・支援事業 2,751
　　　地域福祉への興味・関心や専
　　　門性の高さに応じた人材育成
　　　に要する経費
　　　（地域福祉基金活用事業）

５．社会福祉諸費 701,719
（主な事業）
 (1)県総合福祉センター管理費 404,558
　　　県総合福祉センターの運営及
　　　び維持管理に要する経費

 (2)福祉総合情報システム運営費 130,208
　　　福祉総合情報システムの維持
　　　管理及びシステム再構築に要
　　　する経費



課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (3)地域支え合いセンター運営支援 23,500
　　事業
　　　県支援事務所運営に要する経
　　　費

 (4)住まいの再建支援事業 108,077
　　　住まいの再建を行う応急仮設
　　　住宅入居者等への融資利子に
　　　ついて助成
　　　（熊本地震復興基金活用事業）

 (5)災害弱者支援事業 5,910
　　　市町村が作成する要支援者個
　　　別避難計画の作成支援に要す
　　　る経費

６．福祉総合相談所費 26,476
　・福祉総合相談所運営費
　　　福祉総合相談所の運営及び維
　　　持管理に要する経費

－5－



－6－

課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

７．やさしいまちづくり事業費 12,490
　・やさしいまちづくり推進事業
　　　やさしいまちづくりを推進す
　　　るためのハートフルパス及び
　　　ヘルプマーク・カードの普及
　　　に要する経費
　　　（地域福祉基金活用事業）

150 障 害 者 187,881 183,932 3,949 187,881 １．リハビリテーションセンター費 187,881
～ 福 祉 費 　・リハビリ関係職員給
152

156 社会福祉 40,539 40,375 164 16,807 23,732 １．女性相談センター費 40,539
～ 施 設 費 　・女性相談センター職員給
158

164 児童福祉 439,200 400,437 38,763 2,344 436,856 １．児童相談所費 364,889
～ 施 設 費 　・児童相談所職員給
166

２．児童一時保護所費 74,311
　・中央一時保護所職員給



課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

169 災 害 148,300 628,559 -480,259 75,061 73,239 １．災害救助対策費 137,050
救 助 費  (1)災害救助事業 134,891

　　　災害救助法に基づく建設型及
　　　び賃貸型応急住宅に要する経
　　　費

 (2)災害派遣福祉チーム事業 2,159
　　　災害派遣福祉チームの派遣に
　　　備えた、研修の実施及び傷害
　　　保険の加入に要する経費

２．災害弔慰金・見舞金 11,250
　・災害弔慰金事業
　　　災害弔慰金及び災害障害見舞
　　　金の支給に要する経費

170 公衆衛生 50,246 39,260 10,986 18,837 31,409 １．職員給与費 9,649
～ 総 務 費 　・公衆衛生関係職員給
171

２．衛生諸費 6,442
 (1)公衆衛生職員研修事業費 1,738
　　　公衆衛生業務に携わる職員の
　　　研修に要する経費

－7－



－8－

課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (2)衛生諸費 1,287
　　　公衆衛生業務に要する経費

 (3)新　健康福祉推進体制強化・人 3,417
　　づくり事業
　　　健康福祉部における職員研修
　　　及び公衆衛生医師確保等に要
　　　する経費

３．衛生統計調査費 18,837
 (1)衛生統計関係職員給 5,815

 (2)保健統計調査事務費 13,022
　　　保健関係の統計業務に要する
　　　経費

４．保健医療推進対策費 15,318
（主な事業）
 (1)衛生総合情報システム運営費 12,063
　　　衛生総合情報システムの維持
　　　管理に要する経費

 (2)地域保健医療推進協議会費 2,836
　　　地域保健医療推進協議会の開
　　　催に要する経費



課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

174 保 健 266,556 354,124 -87,568 34 266,522 １．職員給与費 206,186
～ 環境科学 　・保健環境科学研究所職員給
175 研究所費

２．管理運営費 60,370
　・保健環境科学研究所運営費
　　　保健環境科学研究所の運営及
　　　び維持管理に要する経費

185 保健所費 1,754,487 1,672,123 82,364 6,000 1,748,487 １．職員給与費 1,729,219
～ 　・保健所職員給
186

２．保健所管理運営費 25,268
　・保健所管理運営費
　　　保健所の運営及び維持管理に
　　　要する経費

349 元 金 27,671 24,446 3,225 44,694 -17,023 １．災害援護資金国庫貸付金元金 27,671
　・災害援護資金貸付金償還金
　　　過去の災害により被災した世
　　　帯に貸し付けた災害援護資金
　　　貸付金の国への償還金

4,271,456 4,713,846 -442,390 180,160 331,000 129,946 3,630,350課　　計

－9－



－10－

債務負担行為（設定）

(単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

　令和８年度

　　～令和11年度 140,088

12 　保健･医療･福祉関係業務

　年次別内訳

　　令和８年度 33,946

　　令和９年度 39,410

　　令和10年度 44,874

　　令和11年度 21,858

課名　健康福祉政策課（健康危機管理課）　　（一般会計）



課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

170 公衆衛生 344,630 351,715 -7,085 83,700 260,930 １．職員給与費 178,021
～ 総 務 費 　・健康危機管理職員給
171

２．健康危機管理推進対策費 3,041
　・健康危機管理推進事業
　　　健康危機事態に適切かつ迅速
　　　に対応するための会議、訓練、
　　　研修等に要する経費

３．肝炎対策費 163,568
　・肝炎対策事業
　　　肝炎治療に対する医療費助成
　　　及び肝炎ウイルス検査等に要
　　　する経費　　　

171 結 核 51,622 64,285 -12,663 24,997 26,625 １．結核医療費 24,178
～ 対 策 費 　・結核患者医療費
172 　　　結核患者の医療費に対する公

　　　費負担に要する経費

２．結核予防関係補助金 3,519
　・私立学校等結核予防費補助金
　　　私立学校等の結核の定期健康
　　　診断費用について助成

一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

－11－



－12－

課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

３．結核予防費 23,925
 (1)結核対策特別促進事業費 1,761
　　　結核の予防啓発及び服薬指導
　　　等に要する経費

 (2)結核検診事業 22,164
      患者家族や接触者に対する健
      康診断、感染症診査協議会結
      核部会開催等に要する経費

172 予 防 費 279,375 408,848 -129,473 50,701 31,996 196,678 １．感染症予防費 226,638
～ （主な事業）
173  (1)感染症予防事業費 20,932

      感染症発生時の疫学調査、病
　　　原体検査及び感染症の予防啓
　　　発等に要する経費

 (2)感染症指定医療機関運営指導費 29,004
　　　感染症指定医療機関における
　　　感染症病床確保に要する経費
　　　について助成



課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (3)新型インフルエンザ対策費 32,034
　　　新型インフルエンザ等の発生
　　　に備えた薬及び個人防護具の
　　　備蓄、新型インフルエンザ等
　　　対策協議会開催等に要する経
　　　費

 (4)新型コロナウイルス感染症医療 100,000
　　費助成事業
　　　新型コロナウイルス感染症に
　　　係る医療費等に要する経費

 (5)感染症専門人材養成事業 31,996
　　　感染症専門医育成のための熊
　　　本大学病院への寄附講座設置
　　　に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

２．予防接種対策費 38,496
（主な事業）
　・予防接種救済給付金 36,395
      予防接種による健康被害に対
　　　する救済給付に係る県負担金
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課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

３．感染症発生動向調査費 14,241
  ・感染症発生動向調査事業
    　感染症の情報収集・解析及び
　　　県民や医療機関への公表に要
　　　する経費

176 食品衛生 450,248 470,116 -19,868 3,325 229,905 217,018 １．食品衛生監視費 14,948
～ 指 導 費  (1)食品営業監視事業 9,541
178 　　　食品営業施設の許可、監視指

　　　導及びＨＡＣＣＰ導入推進等
　　　に要する経費

 (2)食品衛生監視機動班活動事業 851
　　　食品衛生監視機動班による専
　　　門監視及び食品の収去等に要
　　　する経費

 (3)食品衛生指導員巡回指導等委託 4,556
　　事業
　　　食品衛生指導員による巡回指
　　　導及びＨＡＣＣＰ制度の普及
　　　等についての（一社）熊本県
　　　食品衛生協会への委託に要す
　　　る経費



課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

２．食品安全確保対策費 28,478
（主な事業）
 (1)食品検査指導事業 11,754
　　　食品衛生監視指導計画に基づ
　　　く県内流通食品の収去検査等
　　　に要する経費

 (2)食中毒防止対策事業 3,623
　　　食中毒事故発生時の患者、施
　　　設の調査及び予防啓発等に要
　　　する経費

 (3)農産物の残留農薬検査指導事業 9,509
　　　県内に流通する農産物の残留
　　　農薬検査等に要する経費

 (4)食品監視強化対策事業 2,148
　　　輸入食品、遺伝子組換え食品
　　　等の監視及び検査に要する経
　　　費

３．乳肉衛生費 21,653
 (1)畜水産物食品安全対策事業 7,654
　　　乳、食肉、卵等の微生物や動
　　　物用医薬品等の検査に要する
　　　経費
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課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (2)公衆衛生獣医師確保育成事業 13,999
　　　獣医師職員の確保及び獣医師
　　　職員の研究支援に要する経費

４．食肉衛生検査所費 334,554
 (1)食肉衛生検査所職員給 165,881

 (2)管理・運営費 9,699
　　　食肉衛生検査所の管理運営等
　　　に要する経費

 (3)と畜検査整備事業(食肉衛検分) 100,302
　　　と畜検査に要する経費

 (4)食鳥肉処理安全対策事業（食肉 37,870
　　衛検分）
　　　食鳥検査に要する経費

 (5)対米等輸出食肉検査事業 20,802
　　　輸出に対応した食肉検査体制
　　　の整備に要する経費

５．職員給与費 50,615
　・動物愛護センター職員給



課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

182 環 境 441,477 242,139 199,338 186,000 7,731 247,746 １．動物愛護管理費 163,341
～ 整 備 費  (1)犬取締事業 544
183 　　　犬の登録、狂犬病予防注射等

　　　の啓発等に要する経費

 (2)動物愛護管理事業 162,797
　　  保健所における犬・猫の引き
　  　取り・捕獲等業務及び動物愛
　　　護センター等における犬・猫
　　  の譲渡等動物愛護業務の委託
　　　に要する経費

２．動物愛護推進費 278,136
　・動物愛護推進事業
　　　動物愛護の啓発や保護犬・猫
　　　の譲渡促進、飼い主のいない
　　　猫対策及び動物愛護センター
　　　別館改修等に要する経費

1,567,352 1,537,103 30,249 162,723 186,000 269,632 948,997課　　計
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債務負担行為（設定）

(単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

13   動物愛護センター別館整備事業 令和８年度 208,792

　　熊本市

課名　健康危機管理課　　（一般会計）



課名　高齢者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

149 社会福祉 261,056 180,496 80,560 160,749 87,879 12,428 １．社会福祉諸費 261,056
～ 総 務 費 （主な事業）
150  (1)福祉人材緊急確保事業 44,643

　　　福祉・介護分野における人材
　　　確保のためのセミナーや広報
　　　啓発、面接会によるマッチン
　　　グ等に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (2)介護福祉士修学資金等貸付事業 159,226
　 　　費補助（経済対策分）

　　　介護福祉士等の資格取得に向
　　　けた修学資金等の貸付けを行
　　　う（福）県社会福祉協議会の
　　　貸付原資について助成

152 老 人 1,673,176 1,379,933 293,243 200,826 641,887 830,463 １．職員給与費 187,711
～ 福 祉 費 　・高齢者支援課職員給
154

２．高齢者福祉扶助費 550,711
　・軽費老人ホーム事務費補助事業
　　　利用料の一部減免を行う軽費
　　　老人ホームに対する助成

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　高齢者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

３．高齢者福祉対策費 852,478
（主な事業）
 (1)施設開設準備経費助成特別対策 534,196
　　事業
　　　介護施設等の開設に必要な準
　　　備経費について助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (2)新　介護現場の勤務環境改善支 19,399
    援事業
　　　介護現場の勤務環境改善等を
　　　支援するためのワンストップ
　　　窓口の設置等に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (3)介護現場の勤務環境改善支援事 190,035
　　業（経済対策分）
　　　介護現場の勤務環境改善のた
　　　めに介護施設等が行う介護テ
　　　クノロジー（ロボット・ＩＣ
　　  Ｔ）の導入に対する助成



課名　高齢者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

４．介護保険対策費 82,276
（主な事業）
 (1)指定サービス事業者管理事業 16,448
　　　介護サービス事業所の指定及
　　　び指導監査等に要する経費

 (2)介護人材確保対策推進事業 36,583
　　　事業者団体等が行う介護人材
　　　確保のための取組み等に要す
　　　る経費について助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (3)介護人材キャリアパス導入等支 14,091
　　援事業
　　　介護職員のキャリアアップ環
　　　境整備のためのキャリアパス
　　　の導入や介護職員等処遇改善
　　　加算取得の支援等に要する経
      費
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課名　高齢者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

158 老人福祉 780,514 1,569,347 -788,833 780,514 １．老人福祉施設整備費 780,514
施 設 費 （主な事業）

 (1)介護基盤緊急整備等事業 731,455
　　　地域密着型特別養護老人ホー
　　　ム等の介護基盤の整備に要す
　　　る経費について助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (2)介護施設等における簡易陰圧装 49,059
　　置・換気設備支援事業
　　　介護施設等における簡易陰圧
　　　装置等の整備に要する経費に
　　　ついて助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

2,714,746 3,129,776 -415,030 361,575 1,510,280 842,891課　　計



課名　認知症施策・地域ケア推進課　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

152 老 人 28,911,489 29,799,624 -888,135 47,771 200,400 28,663,318 １．職員給与費 147,679
～ 福 祉 費 　・認知症施策・地域ケア推進課職
154 　　員給　

２．高齢者福祉対策費 257,946
（主な事業）
 (1)認知症診療・相談体制強化事業 69,487
　　　認知症に係る医療体制・関係
　　　機関の連携体制強化と認知症
　　　の早期発見及び相談体制の強
　　　化に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (2)若年性認知症対策事業 12,436
　　　若年性認知症自立支援ネット
　　　ワークの構築等、若年性認知
　　　症対策の推進に要する経費
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　認知症施策・地域ケア推進課　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (3)権利擁護人材育成事業 16,455
　　　成年後見制度利用促進のため
　　　の研修や権利擁護人材育成に
　　　係る市町村への助成等に要す
　　　る経費
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (4)訪問看護推進事業 26,871
　　　訪問看護サービスの一層の安
　　　定提供を図るための訪問看護
　　　ステーション等への支援に要
　　　する経費
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）



課名　認知症施策・地域ケア推進課　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (5)地域包括ケア多職種人材育成事 8,589
　　業
　　　自立支援型ケアマネジメント
　　　の実現に向け医療、介護に携
　　　わる様々な専門職の人材育成
　　　研修を行う団体に対する助成
　　　等
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (6)認知症サポーターアクティブチ 4,375
　　ーム支援事業
　　　認知症サポーターの養成及び
　　　認知症サポーターアクティブ
　　　チームの活動に対する助成
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）
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課名　認知症施策・地域ケア推進課　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (7)在宅医療サポートセンター事業 52,421
　　　県及び地域における在宅医療
　　　の推進を図る在宅医療サポー
　　　トセンターの運営経費に対す
　　　る助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (8)地域包括ケアシステム構築加速 18,294
　  化事業
　　　高齢者の自立支援に向けた地
　　　域包括ケアシステムの構築を
　　　推進する市町村の支援に要す
　　　る経費
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）

３．介護保険対策費 28,493,910

（主な事業）
 (1)介護給付費県負担金交付事業 26,442,446

　　　介護保険法に基づく市町村の
　　　介護保険給付費に係る負担金

 (2)地域支援事業交付金交付事業 1,447,465
　　　介護保険法に基づく地域支援
　　　事業に係る市町村への交付金



課名　認知症施策・地域ケア推進課　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (3)第１号保険料県負担金交付事業 567,906
　　　低所得者等の介護保険料軽減
　　　に係る市町村への負担金

 (4)第９期介護保険事業計画支援事 5,508
　　業
　　　計画推進等のための市町村支
　　　援に要する経費
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）

 (5)高齢者を支える地域活動支援事 2,340
　　業
　　　地域の実情に応じた在宅サー
　　　ビス拠点や生活支援サービス
　　　の基盤づくりに取り組む民間
　　　事業者等に対する助成
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）

４．介護保険財政安定化基金積立金 11,954
　・介護保険財政安定化基金事業
　　　介護保険財政安定化基金の償
　　　還金及び運用利息の積立て

－27－



－28－

課名　認知症施策・地域ケア推進課　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

170 公衆衛生 5,186 7,312 -2,126 5,186 １．保健医療推進対策費 5,186
～ 総 務 費 　・在宅医療連携推進事業
171 　　　在宅医療を担う医療・介護等

　　　の関係機関の連携体制構築に
　　　要する経費
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

187 医 務 費 15,773 15,773 15,773 １．歯科行政費 15,773
～ 　・在宅歯科医療機能強化事業
188 　　　訪問歯科診療の調整、人材育

　　　成、普及啓発等を行う在宅歯
　　　科医療連携室の設置及び訪問
　　　歯科診療器材購入経費に対す
　　　る助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

28,932,448 29,822,709 -890,261 47,771 221,359 28,663,318課　　計



課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

149 社会福祉 162,398 157,776 4,622 66,069 2,120 94,209 １．職員給与費 41,987
～ 総 務 費 　・社会福祉関係職員給　
150

２．生活福祉資金貸付事業費 25,781
　・貸付事務費補助
　　　（福）県社会福祉協議会が行
　　　う生活福祉資金の貸付事務経
　　　費について助成

３．社会福祉協議会助成費 86,629
 (1)福祉サービス運営監視・苦情解 6,548
　　決事業
　　　（福）県社会福祉協議会が設　
　　　置・運営する福祉サ－ビス運　
　　　営適正化委員会の経費につい
　　　て助成

 (2)日常生活自立支援事業 80,081
　　　（福）県社会福祉協議会が行　
　　　う福祉サ－ビスの利用援助や　
　　　日常的金銭管理事業に要する
　　　経費について助成

一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

－29－



－30－

課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

４．地域福祉振興費 2,120
　・福祉サービス第三者評価推進事
　　業
　　  第三者評価制度の推進に要す
　　　る経費　
　　　（地域福祉基金活用事業）

５．社会福祉諸費 5,881
 (1)社会福祉施設指導監査事業 1,881
　　　社会福祉施設等の指導監査に
　　　要する経費

 (2)小規模法人のネットワーク化に 4,000
　　よる協働推進等事業
　　　複数の小規模法人等がネット　
　　　ワークを構築して行う地域貢　
　　　献や福祉・介護人材確保のた　　　　
　　　めの経費について助成

154 遺家族等 91,182 72,756 18,426 50,443 133 40,606 １．職員給与費 31,234
～ 援 護 費 　・援護関係職員給　
155



課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

２．遺家族等援護費 56,464
（主な事業）
 (1)特別給付金等支給事務費 26,508
　　　戦没者等の遺族に対する特別
　　　弔慰金の裁定等に要する経費

 (2)引揚者等援護事務費 7,344
　　　中国残留邦人に対する通訳派
　　　遣等の自立支援に要する経費

 (3)引揚者等援護扶助費 20,477
　　　中国残留邦人に支給される支
　　　援給付金等の扶助費

３．遺家族等援護諸費 3,484
　・慰霊事業
　　　慰霊関係事務に要する経費

167 生活保護 891,571 878,763 12,808 179,777 76,569 635,225 １．生活保護事務費 298,791
～ 総 務 費 （主な事業）
168  (1)生活保護適正実施推進事業 17,105

　　　生活保護の適正化の推進に要
　　　する経費

－31－



－32－

課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (2)生活困窮者総合相談支援事業 92,858
　　　生活困窮者への就労支援等の
　　　包括的な支援に要する経費

 (3)生活困窮者自立支援プラン推進 121,545
    事業
　　　生活困窮者への家計改善支援
　　　や子どもの学習支援等に要す
　　　る経費

 (4)矯正施設等退所者社会復帰支援 35,235
 　 事業
　　　福祉的な支援を必要とする刑
　　　務所退所者等の支援に要する
　　　経費

２．福祉事務所費 505,192
 (1)生活保護関係職員給 483,484

 (2)福祉事務所費 21,708
　　　福祉事務所の生活保護関係業
　　　務に要する経費

３．生活保護指導職員設置費 87,588
（主な事業）
　・生活保護指導職員給　 86,995



課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

168 扶 助 費 4,017,581 3,946,952 70,629 2,953,477 30,000 1,034,104 １．生活保護扶助費 4,017,581
（主な事業）
 (1)生活保護費 3,967,970
　　　生活保護受給者の生活扶助、
　　　医療扶助等に要する経費

 (2)生活保護県費負担金 49,319
　　　現在地保護に要する負担金

173 精 神 27,081 20,799 6,282 15,273 11,808 １．精神保健費 27,081
～ 保 健 費 　・ひきこもり支援推進事業
174 　　　ひきこもり地域支援センター

　　　の設置、運営等に要する経費

5,189,813 5,077,046 112,767 3,265,039 108,822 1,815,952課　　計

－33－



－34－

債務負担行為（設定）

(単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

13 　生活保護世帯進学応援資金貸付 令和８年度 468

　　生活保護世帯から大学等へ進学する者に対する生活費等資金の

　　貸付け

課名　社会福祉課　　（一般会計）



課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

149 社会福祉 230,179 204,360 25,819 230,179 １．職員給与費 215,181
～ 総 務 費 　・少子化対策関係職員給与費
150

２．社会福祉諸費 14,998
　・育成医療費
　　　市町村が行う育成医療費の給
　　　付に要する経費について助成

150 障 害 者 438 654 -216 219 219 １．発達障害者福祉費 438
～ 福 祉 費 　・発達障がい児早期発見・早期支
152 　　援事業

　　　発達障がい児の早期発見・早
　　　期支援に関する研修会の開催
　　　に要する経費

160 児童福祉 4,230,102 4,114,411 115,691 607,609 793,325 2,829,168 １．保護事務費 4,326
～ 総 務 費 （主な事業）
161 　・児童福祉法施行事務費 3,847

　　　保育所の運営指導監査等に要
　　　する経費

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

－35－



－36－

課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

２．児童健全育成費 3,639,397
（主な事業）
 (1)多子世帯子育て支援事業 571,978
　　　市町村が行う第３子以降の保
　　　育料の軽減又は無料化に要す
　　　る経費について助成

 (2)現任保育士等研修事業 33,900
　　　保育士等の研修に要する経費

 (3)児童健全育成事業（運営費） 1,936,425
　　　市町村が行う放課後児童クラ
　　　ブの運営等事業に要する経費
　　　について助成

 (4)放課後児童クラブ施設整備事業 224,551
　　　市町村が行う放課後児童クラ
　　　ブの施設整備について助成

 (5)子育て支援強化事業費補助金 658,482
　　　市町村が行う地域子育て支援
　　　拠点事業等に要する経費につ
　　　いて助成



課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (6)子ども・子育て支援事業支援計 4,809
　　画推進事業
　　　県子ども・子育て会議の開催
　　　やこども・若者、子育て世代
　　　等への意見聴取に要する経費

 (7)地域少子化対策重点推進事業 38,629
　　　少子化問題に対応するための
　　　結婚・妊娠・出産・乳児期の
　　　支援を行う市町村に対する助
　　　成

 (8)結婚に伴う新生活の支援を行う 80,216
　　自治体支援事業
　　　新婚世帯を対象に結婚に伴う
　　　新生活の支援を行う市町村に
　　　対する助成

 (9)「くまもとスタイル」結婚推進 19,811
　　事業
　　　結婚支援等の効果的な施策に
　　　つなげるための調査研究及び
　　　「よかボス企業」との連携に
　　　よる子育てしやすい環境づく
　　　りに要する経費

－37－
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課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

(10)「くまもとスタイル」子育て推 20,854
　　進事業
　　　社会全体で取り組む子育て支
　　　援の推進に要する経費

３．保育士試験費 4,952
　・保育士登録等事務
　　　保育士登録事務の委託等に要
　　　する経費

４．保育士等確保対策費 581,427
（主な事業）
 (1)保育士人材確保事業 553,658
　　　保育士の再就職支援に要する
　　　経費や市町村が行う保育補助
　　　者雇上強化事業等に要する経
　　　費について助成

 (2)新　保育士養成施設に対するキ 2,094
　　ャリア教育等支援事業
　　　中高生等に対する保育体験講
　　　座等の実施に取り組む指定保
　　　育士養成施設に対する助成



課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

161 児 童 16,715,385 15,723,130 992,255 16,715,385 １．児童扶助費 16,715,385
～ 措 置 費 　・子どものための教育・保育給付
163 　　費

　　　子ども・子育て支援法に基づ
　　　く市町村の給付費に係る負担
　　　金

164 児童福祉 1,347,000 1,347,873 -873 95,142 120,000 1,131,858 １．児童福祉施設運営指導費 519
～ 施 設 費 　・保育協会団体補助
166 　　　（一社）県保育協会が行う保

　　　育所の円滑な運営に資する事
　　　業に対する助成

２．市町村保育施設運営費補助 514,548
 (1)特別保育総合推進事業 344,652
　　　市町村が行う延長保育事業等
　　　に要する経費について助成

 (2)病児・病後児保育総合推進事業 169,896
　　　市町村が行う病児・病後児保
　　　育事業に要する経費について
　　　助成

－39－



－40－

課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

３．産休代替職員等設置費 2,735
　・産休等代替職員設置費補助
　　　社会福祉施設における産休等
　　　代替職員の任用に要する経費
　　　について助成

４．施設職員退職共済費 829,198
　・施設職員退職共済費
　　　社会福祉施設等に勤務する職
　　　員への退職金について助成

170 公衆衛生 1,102,877 1,050,878 51,999 214,712 12 888,153 １．衛生諸費 11,421
～ 総 務 費 　・旧優生保護法補償金等支給事業
171 　　　旧優生保護法に基づく優生手

　　　術等を受けた方等に対する補
　　　償金等の広報・相談事業に要
　　　する経費

２．療育医療費 586
　・療育医療費
　　　結核で入院している児童に対
　　　する医療給付等に要する経費



課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

３．母子衛生費 59,920
 (1)先天性代謝異常等検査 48,537
　　　新生児に対する先天性代謝異
　　　常等の血液検査に要する経費

 (2)妊婦に対する遠方の分娩取扱施 11,383
　　設への交通費及び宿泊費支援事
　　業
　　　遠方の分娩取扱施設で出産す
　　　る必要がある妊婦への分娩時
　　　の交通費及び宿泊費の補助を
　　　行う市町村に対する助成

４．母子行政諸費 470
　・母子行政諸費
　　　母子保健に関する研修等に要
　　　する経費

５．母子保健対策費 46,383
（主な事業）
 (1)プレコンセプションケア普及啓 3,939
　　発推進事業
　　　思春期の子どもに対する出産
　　　や性に関する正しい知識の普
　　　及啓発等に要する経費

－41－



－42－

課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (2)新　産後ケア事業 42,191
　　　退院直後の母子に対して心身
　　　のケアや育児のサポート等を
　　　行う市町村に対する助成

６．母子医療対策費 525,376
（主な事業）
 (1)未熟児養育医療費 52,280
　　　市町村が行う未熟児養育医療
　　　費の給付に要する経費につい
　　　て助成

 (2)小児慢性特定疾病対策事業 353,422
　　　小児慢性特定疾病に係る医療
　　　給付費等に要する経費

 (3)少子化対策総合交付金事業 105,141
　　　結婚・妊娠・出産・子育てに
　　　係る事業を行う市町村に対す
　　　る助成

７．子ども医療費 458,721
  ・子ども医療費助成事業
　　　市町村が行う子ども医療費助
　　　成事業に要する経費について
　　　助成



課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

185 保健所費 1,645 1,195 450 450 1,195 １．妊産婦乳幼児保健指導費 1,645
～ 　・健やか母子支援事業
186 　　　育児相談や乳幼児健診従事者

　　　研修等に要する経費

311 私 学 599,643 775,279 -175,636 279,941 319,702 １．私学振興助成費 599,643
～ 振 興 費 （主な事業）
313  (1)私立幼稚園特別支援教育経費補 272,832

　　助
　　　障がい児を受け入れている私
　　　立幼稚園等が行う特別支援教
　　　育に必要な経費について助成

 (2)教育支援体制整備事業 127,536
　　　認定こども園等における教育
　　　支援体制の整備に要する経費
　　　について助成

 (3)私立幼稚園経常費助成費補助 89,762
　　　私立幼稚園の運営に必要な経
　　　常的経費について助成

24,227,269 23,217,780 1,009,489 1,198,073 0 913,337 22,115,859課　　計
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課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

149 社会福祉 434 458 -24 383 51 １．男女共同参画推進事業費 434
～ 総 務 費 　・ＤＶ防止啓発事業
150 　　　ＤＶ（配偶者等による暴力）

　　　防止に関する広報啓発及び相
　　　談窓口の周知に要する経費

156 社会福祉 73,957 59,011 14,946 26,913 5,000 42,044 １．女性相談センター費 73,957
～ 施 設 費 （主な事業）
158  (1)ＤＶ対策支援事業 13,831

　　　ＤＶ被害者・困難を抱える女
　　　性等からの相談対応、関係機
　　　関の連携会議等に要する経費

 (2)女性一時保護管理運営費（運営 46,257
　　費）
　　　女性一時保護所の管理運営に
　　　要する経費

 (3)新　困難な問題を抱える女性等 5,720
　　支援連携強化事業
　　　様々な事情により困難な問題
　　　を抱える女性等への自立支援
　　　に要する経費

一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源



課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

160 児童福祉 307,394 351,409 -44,015 248 50,889 256,257 １．職員給与費 102,159
～ 総 務 費 　・子ども家庭福祉関係職員給
161

２．保護事務費 849
　・医療審査支払等事務費
　　　施設入所児童等の医療費に係
　　　るレセプト審査業務の委託に
　　　要する経費

３．児童健全育成費 204,386
（主な事業）
 (1)こんにちは赤ちゃん事業費等補 28,661
　　助事業
　　　市町村が行う乳児家庭全戸訪
　　　問、養育支援訪問等に対する
　　　助成

 (2)いじめに関する再調査委員会運 1,066
　　営事業
　　　いじめに関する重大事態にお
　　　ける再調査を行う委員会の運
　　　営に要する経費
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－46－

課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (3)子ども・若者総合相談センター 20,817
　　事業
　　　子ども・若者に関する相談・
　　　支援を行う子ども・若者総合
　　　相談センターの運営に要する
　　　経費

 (4)社会的養護自立支援事業 27,375
　　  児童養護施設等の退所者の自
      立支援を行うコーディネータ
      ーの配置等に要する経費　
　　　（安心こども基金活用事業）

 (5)子育て家庭支援事業 73,575
　　　児童虐待の未然防止・早期対
　　　応のために子育て家庭等への
      支援を行う市町村に対する助
　　　成

 (6)妊産婦等生活援助事業 51,632
　　  家庭生活に困難を抱える特定
      妊婦と出産後の母子等の支援
      に要する経費
　　　（安心こども基金活用事業）



課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

161 児 童 8,100,823 7,924,208 176,615 1,979,379 99,574 6,021,870 １．児童扶助費 3,984,274
～ 措 置 費  (1)児童養護施設等及び里親委託に 3,857,470
163 　　係る措置費

　　　保護を要する児童の施設への
　　　措置及び里親への委託に要す
　　　る経費

 (2)市にかかる母子生活支援施設等 30,783
　　運営費の負担金
　　　市福祉事務所が母子生活支援
　　　施設等への入所委託を行った
　　　際に要する費用の一部負担金

 (3)県にかかる母子生活支援施設等 96,021
　　運営費の支弁
　　　県福祉事務所が母子生活支援
　　　施設等への入所委託を行った
　　　際に要する経費

２．清水が丘学園費 266,445
（主な事業）
 (1)清水が丘学園職員給 179,939
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－48－

課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (2)清水が丘学園管理運営費（扶助 66,564
　　費等）
　　　入所児童への生活指導等自立
　　　支援に要する経費

３．児童手当費 3,850,104
　・児童手当市町村交付金
　　　児童手当を支給する市町村へ
　　　の交付金

163 母 子 1,926,161 1,752,628 173,533 679,206 716 1,246,239 １．ひとり親対策費 208,200
～ 福 祉 費 （主な事業）
164  (1)ひとり親家庭等相談事業 34,551

　　　福祉事務所に配置している母
　　　子・父子自立支援員の活動に
　　　要する経費

 (2)ひとり親家庭等支援事業 56,273
　　　ひとり親家庭等に対する就業
　　　相談、資格取得等の支援に要
　　　する経費



課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (3)ひとり親家庭高等職業訓練促進 89,856
　　資金貸付事業費補助（国負担分）
      高等職業訓練促進給付金の受
　　　給者に対する入学準備金等の
　　　貸付事業に対する助成

 (4)新　こどもの居場所づくり支援 22,006
　　事業
　　　「こども食堂」や「地域の学
　　　習教室」など、こどもが気軽
　　　に集える地域の居場所づくり
　　　に要する経費

２．母子父子寡婦福祉資金貸付金償 2,167
　　還促進費
　・母子父子寡婦福祉資金償還促進
　　事業
　　　滞納金の徴収促進に要する経
　　　費
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課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

３．児童扶養手当支給事業費 1,615,526
 （主な事業）
  ・児童扶養手当支給事業費（扶助 1,609,727
　　費）
　　　町村在住のひとり親家庭に対
　　　する児童扶養手当の支給に要
　　　する経費

４．ひとり親家庭等医療費 100,268
　・ひとり親家庭等医療費助成事業
　　　市町村が行うひとり親家庭等
　　　への医療費助成事業に要する
　　　経費に対する助成

164 児童福祉 1,900,606 1,343,805 556,801 311,174 643,000 218,574 727,858 １．児童福祉施設運営指導費 25,404
～ 施 設 費 （主な事業）
166  (1)児童養護施設等の職員人材確保 2,514

　　事業
　　　児童養護施設等職員の人材育
　　　成のための研修や人材確保に
　　　要する経費



課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (2)子どもの権利擁護推進事業 17,973
　　　社会的養護が必要な子どもの
　　　権利擁護の普及啓発や意見表
　　　明の支援等に要する経費
　　　（安心こども基金活用事業）

 (3)ヤングケアラー支援体制強化事 4,578
　　業
　　　ヤングケアラーに関する相談
　　　窓口の設置や認知度向上のた
　　　めの研修会等に要する経費

２．児童福祉施設整備費 1,044,111
 (1)児童福祉施設整備費補助 37,233
　　　児童養護施設等の整備に
　　　対する助成

 (2)清水が丘学園整備事業 1,006,878
　　　清水が丘学園の整備に要する
　　　経費

３．児童相談所費 620,018
 (1)児童相談所職員給 213,825
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課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (2)児童保護費負担金徴収促進事業 7,500
　　　児童養護施設等への入所措置
　　　に伴う保護者負担金の徴収促
　　　進に要する経費

 (3)子ども虐待防止総合推進事業 113,599
　　　児童虐待の防止や被虐待児へ
　　　の支援等のための各種事業に
　　　要する経費
　　　（地域福祉基金活用事業）
　　　（安心こども基金活用事業）

 (4)児童家庭支援センター事業 145,377
　　　児童に関する相談・支援を地
　　　域で密着して行う児童家庭支
　　　援センターの運営に要する経
　　　費

 (5)里親推進事業 133,565
　　　里親制度の普及促進や里親へ
　　　の委託推進に要する経費



課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (6)児童虐待防止医療ネットワーク 4,818
　　事業
　　　医療機関における児童虐待対
　　　応体制整備に対する助成

 (7)新　児童相談体制充実・強化事 1,334
　　業
　　　児童相談所の業務効率化に要
　　　する経費

４．児童一時保護所費 163,574
 (1)中央一時保護所管理運営費（運 41,520
　　営費）
　　　被虐待児童等の一時保護を行
　　　う一時保護所の管理運営に要
　　　する経費

 (2)中央一時保護所管理運営費（扶 122,054
　　助費）
　　　被虐待児童等の一時保護に要
　　　する経費
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課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

５．民間施設運営費補助 47,499
 (1)児童養護施設等退所者自立支援 6,197
　　資金貸付事業費補助
　　　（福）県社会福祉協議会が行
　　　う児童養護施設等の退所者へ
　　　の自立に必要な貸付原資等に
　　　対する助成

 (2)児童養護施設等人材確保・育成 35,000
　　事業
　　　児童養護施設等における職員
　　　の人材確保・育成に対する助
　　　成

 (3)乳児院等多機能化推進事業 6,302
　　　児童心理治療施設における看
　　　護師加配に対する助成

12,309,375 11,431,519 877,856 2,997,303 648,000 369,753 8,294,319課　　計



債務負担行為（設定）

(単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

12 　母子家庭等の児童の身元保証 　令和７年度

　　母子家庭等の児童の身元保証に関する条例（昭和34年熊本県条例 　　　～令和10年度 4,500

　　第38号）に基づく令和７年度における身元保証契約に伴う損害賠償

12 　清水が丘学園整備事業 令和８年度 641,607

　　熊本市

課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計）

－55－



－56－

課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

150 障 害 者 16,991,443 16,185,760 805,683 1,326,580 220,000 41,933 15,402,930 １．障がい者扶助費 14,812,417

～ 福 祉 費 （主な事業）
152  (1)更生医療費 787,915

　　　身体障がい者の障がいを軽減
　　　する手術等、更生に必要な医
　　　療の給付に係る負担金

 (2)精神通院医療費 1,972,203
　　　精神障がい者の通院医療の給
　　　付に係る負担金

 (3)障害福祉サービス費等負担事業 11,875,017

　　　市町村が行う自立支援給付費
　　　等の給付に係る負担金

２．障がい者福祉諸費 543,816
（主な事業）
 (1)新　くまもと障がい者社会参加 17,003
　　ＤＸ推進事業
　　　障がい者ＩＣＴサポートセン
　　　ターの開設及び意思疎通支援
　　　等に要する経費

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (2)工賃向上・農福連携による自立 8,374
　　応援事業
　　　工賃向上に資する取組み及び
　　　農福連携を推進する取組みに
　　　要する経費

 (3)福祉センター管理委託事業 50,700
　　　熊本県身体障害者福祉センタ
　　　ーの指定管理委託に要する経
　　　費

 (4)市町村地域生活支援事業 232,849
　　　市町村が行う相談支援及び意
　　　思疎通支援等に要する経費に
　　　ついて助成

 (5)重度訪問介護等の利用促進に係 52,505
　　る市町村支援事業
　　　市町村における訪問系サービ
　　　スに係る費用の超過負担分の
　　　経費について助成

－57－



－58－

課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

３．障がい者福祉施設整備費 304,395
（主な事業）
　・福祉センター設備等改修事業 221,330
　　　熊本県身体障害者福祉センタ
　　　ーの設備改修に要する経費

４．リハビリテーションセンター費 46,702
  ・更生相談所費
　　　身体障がい者の医学的・心理
　　　学的判定及び巡回・外来相談、
　　　身体障害者手帳の交付等に要
　　　する経費

５．重度心身障がい者医療費 917,236
　・重度心身障がい者医療費助成事
　　業
　　　市町村が行う重度心身障がい
　　　児（者）の医療費助成事業に
　　　要する経費について助成

６．職員給与費 252,321
　・社会福祉関係職員給



課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

７．発達障害者福祉費 99,116
（主な事業）
 (1)発達障がい者支援センター事業 56,871
　　　発達障がい者支援センターの
　　　運営に要する経費

 (2)発達障がい者支援医療体制整備 27,828
　　事業
　　　発達障がいについて身近な地
　　　域で対応できる専門医の養成
　　　及び診断待機解消等に要する
　　　経費

８．知的障害者更生相談所費 15,440
　　新　療育手帳出張判定事業
　　　県内全域における療育手帳出
　　　張判定の実施に要する経費

160 児童福祉 10,531 9,558 973 10,531 １．特別児童扶養手当支給事務費 10,531
～ 総 務 費 　・特別児童扶養手当支給事務費
161 　　　特別児童扶養手当の支給認定

　　　等に要する経費
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－60－

課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

161 児 童 6,256,960 5,852,281 404,679 556,805 155,669 5,544,486 １．児童扶助費 5,968,797
～ 措 置 費 　・障害児施設給付費等支給・障害
163 　　児施設措置事業

　　　障害児入所給付費等に要する
　　　経費及び市町村が行う障害児
　　　通所給付費等の給付に係る負
　　　担金

２．心身障害者共済事業費 233,940
　・心身障害者扶養共済事業
　　　保護者が死亡した場合等に心
　　　身障がい者へ終身年金を支給
　　　する共済事業に要する経費

３．心身障がい児通園事業費 54,223
  ・地域療育総合推進事業
　　　社会福祉法人等が行う地域療
　　　育センターの療育相談等に要
　　　する経費について助成

164 児童福祉 1,647,820 1,483,670 164,150 8,990 268,000 387,517 983,313 １．こども総合療育センター費 1,647,820
～ 施 設 費 （主な事業）
166  (1)こども総合療育センター職員給 814,189



課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (2)こども総合療育センター管理運 813,299
　　営費
　　　こども総合療育センターの管
　　　理及び運営に要する経費

170 公衆衛生 316,789 568,323 -251,534 254,693 62,096 １．職員給与費 61,242
～ 総 務 費 　・精神保健関係職員給
171

２．保健医療推進対策費 254,693
　・医療施設近代化施設整備事業
　　　精神科病院が療養環境等の改
　　　善のために行う病棟の整備等
　　　について助成

３．母子衛生費 854
　・肢体不自由児協会運営費補助
　　　（公財）県肢体不自由児協会
　　　の運営費について助成
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課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

173 精 神 268,974 304,768 -35,794 115,391 4,000 1,983 147,600 １．精神保健費 250,829
～ 保 健 費 （主な事業）
174  (1)精神医療適正化対策事業 64,598

　　　精神障がい者の医療及び保護
　　　に要する経費

 (2)精神保健医療費 65,285
　　　精神障がい者の措置入院に要
　　　する経費

 (3)精神科救急医療体制整備事業 20,476
　　　精神科救急医療体制の整備及
　　　び運営に要する経費

 (4)精神障害者保健福祉手帳交付事 10,861
　　業
　　　精神障害者保健福祉手帳の交
　　　付に要する経費

 (5)自殺予防等対策推進事業 76,323
　　　自殺予防のための相談支援や
　　　普及啓発等に要する経費



課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

２．精神保健福祉センター費 18,145
（主な事業）
 (1)精神保健福祉センター人件費 6,893
　　　精神保健福祉センターで相談
　　　業務等を行う嘱託医等の人件
　　　費

 (2)精神保健福祉センター維持補修 6,965
　　費
　　　精神保健福祉センターの維持
　　　補修に要する経費

185 保健所費 4,025 3,971 54 4,025 １．精神保健対策費 4,025
～ 　・精神保健一般対策
186 　　　保健所における各種相談や訪

　　　問指導の実施及び市町村に対
　　　する業務支援に要する経費

351 県立病院 1,125,524 924,315 201,209 1,125,524 １．特別会計繰出金 1,125,524
事業会計   ・病院事業会計繰出金
繰 出 金 　　　病院事業会計への繰出金

26,622,066 25,332,646 1,289,420 2,272,990 492,000 587,102 23,269,974課　　計
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債務負担行為（設定）

(単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

12 　身体障害者福祉センター空調設備改修事業 令和８年度 120,735

　　熊本市

12 　身体障害者福祉センター照明設備改修事業 令和８年度 26,421

　　熊本市

課名　障がい者支援課　　（一般会計）



課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

170 公衆衛生 6,207,439 7,001,405 -793,966 3,354,219 10,000 1,272,402 1,570,818 １．保健医療推進対策費 3,362,929
～ 総 務 費 （主な事業）
171  (1)救急医療施設運営費補助 148,097

　　　救命救急センターの運営費等
　　　について助成及びヘリコプタ
　　　ー添乗医師等の確保に要する
　　　経費

 (2)小児医療対策事業 185,135
　　　小児救命救急センターの運営
　　　費等について助成及び子ども
　　　医療電話相談事業等に要する
　　　経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (3)医療施設等施設・設備整備費 1,229,617
　　　医療機関が機能拡充を図るた
　　　めに行う施設・設備整備費に
　　　ついて助成

 (4)医師確保総合対策事業 362,341
　　　医師修学資金の貸与など医師
　　　不足地域の医師確保対策等に
　　　要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

特　　定　　財　　源
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明
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課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明

 (5)自治医科大学経常運営負担金 131,200
　　　大学の運営費に対する負担金

 (6)療養病床転換助成事業 18,000
　　　医療機関が行う医療療養病床
　　　から介護施設等への転換のた
　　　めの施設整備費について助成

 (7)災害医療対策事業 33,412
　　　災害派遣医療チーム（ＤＭＡ
　　　Ｔ）の養成、活動支援に要す
　　　る経費及び災害時の連携強化
　　　や人材育成に要する経費につ
　　　いて助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (8)ヘリ救急医療搬送体制推進事業 360,434
　　　熊本赤十字病院が行うドクタ
　　　ーヘリ運営費等について助成

 (9)医療施設消防用設備整備費 89,247
　　　病院や有床診療所が行うスプ
　　　リンクラー等整備費について
　　　助成



課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明

(10)地域医療等情報ネットワーク基 82,628
　　盤整備事業
　　　（公社）県医師会が行うくま
　　　もとメディカルネットワーク
　　　の構築に要する経費について
　　　助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

(11)御所浦医療提供体制強化支援事 14,610
　　業
　　　天草市が行う御所浦診療所・
　　　御所浦北診療所の施設設備整
　　　備並びに勤務医の手当等に要
　　　する経費について助成

(12)病床機能分化・連携推進事業 188,405
　　　医療機関等が行う病床機能の
　　　再編のための計画策定及び施
　　　設整備並びに病床機能の分化
　　　・連携に関する調査研究費に
　　　ついて助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）
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課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明

(13)地域医療構想推進事業 30,323
　　　構想区域ごとに設置する地域
　　　医療構想調整会議の開催経費
　　　など地域医療構想の推進に要
　　　する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

(14)産科医・新生児科医等確保事業 69,621
　　　医療機関が支給する分娩手当
　　　及び熊本大学病院が行う寄附
　　　講座の設置、県外産科医等の
　　　誘致活動に要する経費等につ
　　　いて助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

(15)病床機能再編支援事業 344,280
　　　医療機関が行う将来の医療需
　　　要を踏まえた病床機能の再編
　　　等に要する経費について助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）



課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明

(16)医療勤務環境改善支援事業 54,762
　　　医療勤務環境改善支援センタ
　　　ーの運営に要する経費及び医
　　　療機関が行う勤務環境改善の
　　　取組みに要する経費について
　　　助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

２．母子医療対策費 174,957
　・周産期医療対策事業
　　　周産期医療協議会の開催に要
　　　する経費並びに周産期母子医
　　　療センターの運営費及び熊本
　　　大学病院等が行う周産期医療
　　　連携体制の強化に要する経費
　　　等について助成

３．地域医療介護総合確保基金積立 2,669,553
　　金
　・地域医療介護総合確保基金積立
　　金
　　　基金及び基金の運用利息の積
　　　立て
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課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明

187 医 薬 358,772 344,050 14,722 358,772 １．職員給与費 358,772
総 務 費  (1)地域医療推進職員給 215,880

 (2)研修医師職員給　 142,892

187 医 務 費 300,539 527,927 -227,388 171,136 23,274 106,129 １．医務行政費 8,679
～ 　・医事関係業務管理指導費
188 　　　医療審議会の開催など医事関

　　　係業務に要する経費

２．へき地医療対策費 270,973
 (1)へき地医療施設運営費補助 111,587
　　　へき地医療支援機構の運営に
　　　要する経費並びにへき地診療
　　　所及びへき地医療拠点病院の
　　　運営費について助成

 (2)へき地医療施設・設備整備費補 159,386
　　助
　　　へき地診療所及びへき地医療
　　　拠点病院の施設・設備整備費
　　　について助成



課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明

３．歯科行政費 20,887
　・歯科医療確保対策事業
　　　（一社）県歯科医師会が行う
　　　障がい児・者の歯科診療及び
　　　歯科衛生士の確保・定着に要
　　　する経費について助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

188 保健師等 587,591 485,102 102,489 812 552,241 34,538 １．看護行政費 350,287
～ 指 導  (1)看護行政一般事業 10,886
189 管 理 費 　　　看護職員の免許事務、准看護

　　　師試験、看護師等養成所指導
　　　等に要する経費

 (2)看護師等養成所運営費補助事業 339,401
　　　看護師等養成所の運営費につ
　　　いて助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）
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課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明

２．看護師等確保対策費 237,304
（主な事業）
 (1)看護職員確保総合推進事業 78,949
　　　看護職員のキャリアアップ支
　　　援、確保・定着に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (2)看護学生の県内定着促進事業 63,074
　　　看護師等修学資金の貸与など
　　　県内定着に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (3)医療従事者勤務環境改善推進事 94,469
　　業
　　　医療機関が行う病院内保育所
　　　の運営費及び勤務環境改善に
　　　資する施設・設備整備費につ
　　　いて助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

7,454,341 8,358,484 -904,143 3,526,167 10,000 1,847,917 2,070,257課　　計



債務負担行為（設定）

(単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

　令和８年度

　　～令和12年度 57,435

13 　医師修学資金貸付

　　医師修学資金貸与条例（平成20年熊本県条例第45号）に基づく貸与 　年次別内訳

　　契約に伴う修学資金の貸付け 　　令和８年度 11,487

　　令和９年度 11,487

　　令和10年度 11,487

　　令和11年度 11,487

　　令和12年度 11,487

課名　医療政策課　　（一般会計）
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課名　国保・高齢者医療課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

155 国民健康 6,973,616 7,012,837 -39,221 6,973,616 １．職員給与費 85,432
～ 保 険 　・国保・高齢者医療職員給
156 指 導 費

２．国民健康保険助言指導費 20,173
（主な事業）
　・国民健康保険助言指導等事業 19,731
　　　保険者等に対する助言指導等
　　　に要する経費

３．国民健康保険制度安定化対策費 6,868,011
　・国民健康保険保険基盤安定等負
　　担金
　　　市町村が行う低所得世帯の保
　　　険料（税）軽減等に係る負担
　　　金

170 公衆衛生 34,030,080 32,686,013 1,344,067 23,354 34,006,726 １．保健医療推進対策費 222
～ 総 務 費 　・「第４期医療費の見通しに関す
171 　　る計画」計画策定・推進事業

　　　熊本県における医療費の見通
　　　しに関する計画検討委員会の
　　　運営に要する経費

一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源



課名　国保・高齢者医療課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

２．後期高齢者医療対策費 34,006,504

 （主な事業）
 (1)後期高齢者医療給付費負担金 25,946,096

　　　後期高齢者医療給付費に係る
　　　負担金

 (2)後期高齢者医療高額医療費負担 2,048,750
　　金
　　　後期高齢者医療広域連合が行
　　　う高額な医療費を軽減するた
　　　めの事業に係る負担金

 (3)後期高齢者医療保険基盤安定負 6,011,400
　　担金
　　　低所得者等の保険料軽減に係
　　　る負担金

３．後期高齢者医療財政安定化基金 23,354
　　積立金
　・後期高齢者医療財政安定化基金
　　積立金
　　　基金の運用利息の積立て
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課名　国保・高齢者医療課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

352 国民健康 10,887,100 11,691,953 -804,853 10,887,100 １．繰出金 10,887,100

保険事業 　・国民健康保険事業特別会計繰出
特別会計 　　金
繰 出 金 　　　国民健康保険事業特別会計へ

　　　の繰出金

51,890,796 51,390,803 499,993 23,354 51,867,442課　　計



課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

170 公衆衛生 2,791,028 2,767,415 23,613 1,333,489 213,282 1,244,257 １．職員給与費 155,053
～ 総 務 費 　・健康づくり推進課職員給　
171

２．健康づくり推進費 331,156
（主な事業）
 (1)がん登録事業 9,816
　  　がん対策の効果的な推進のた
　  　めのがん患者のデータ登録や
　　　分析に要する経費

 (2)がん対策推進事業 11,384
　  　がん診療連携拠点病院等が行
　  　う医師研修、相談支援機能強
　　　化等に要する経費について助
　　　成

 (3)歯科保健推進事業 42,232
　  　熊本県口腔保健支援センター
　  　の設置運営等、県民の歯と口
　　　腔の健康づくりの推進に要す
　　　る経費

 (4)市町村健康増進事業 51,670
　  　市町村が行う健康診査や機能
　　　訓練等の健康増進事業に要す
　　　る経費について助成

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (5)がん診療施設設備整備事業 77,351
 　　 がん診療機能の向上を図るた
　　　めに医療機関が行うがん診療
　  　設備整備費について助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (6)健康増進計画推進事業 21,459
　　　第５次くまもと２１ヘルスプ
　　　ラン（熊本県健康増進計画）
　　　に基づく県民の健康づくりの
　　　推進に要する経費

 (7)糖尿病発症・重症化予防対策支 13,000
　　援事業
　  　熊本大学病院が行う糖尿病医
　  　療スタッフの養成及び保健医
　　　療連携体制の整備に要する経
　　　費について助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）



課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (8)緩和ケア提供体制発展事業 23,825
      熊本大学病院が行うがん診療
   　 連携拠点病院や在宅医療を担
　　　う医療機関の緩和ケア連携体
　　　制整備に要する経費について
　　　助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (9)がん相談機能発展事業 24,000
   　 がん相談員を対象とした研修
　　　の実施及びがん患者の支援体
　　　制の整備に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

(10)医科歯科病診連携発展事業（が 1,521
　  ん診療）
　　　がん診療における医科・歯科
      病診連携を推進するための歯
　　　科医師等への研修や県民への
　　　啓発に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）
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課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

(11)がん・生殖医療提供体制強化事 7,365
　　業
　　　熊本大学病院が行うがん患者
      の妊よう性温存治療に関する
　　　地域とのネットワーク構築等
　　　に要する経費について助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

(12)新　人生１００年時代を見据え 11,423
　　たがん患者支援事業
　　　がん患者のウイッグ等購入、
      若年患者の在宅療養、妊よう
　　　性温存等の助成に要する経費

(13)新　県民の健康を支える食育推 4,754
　　推進業
    　県民が健康的な食生活を実践
 　   するための支援や食環境整備
　　　の推進に要する経費



課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

３．栄養指導対策費 7,590
（主な事業）
 (1)調理師法施行事務費 3,495
　　　調理師免許の申請、審査、交
　　　付等の事務に要する経費

 (2)健康増進法施行事務費 3,287
　　　特定給食施設指導及び国民健
　　　康・栄養調査等に要する経費

４．原爆被爆者健康診断費 13,338
　・原爆被爆者健康診断費
　  　原爆被爆者及び被爆二世の希
　  　望者に対する健康診断に要す
　　　る経費

５．原爆被爆者特別措置費 344,657
（主な事業）
　・原爆被爆者特別措置費 337,959
　  　放射能の影響で病気等の状態
　　　にある原爆被爆者に対する手
　　　当等の支給
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課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

６．難病対策費 1,939,234
（主な事業）
 (1)指定難病医療費 1,822,204
　  　指定難病医療費の給付に係る
　　　負担金

 (2)難病相談・支援センター事業 15,734
　  　難病相談・支援センターの運
　　　営に要する経費

 (3)熊本県神経難病診療体制強化支 26,000
　　援事業
　　　熊本大学病院が行う神経難病
　  　の診療連携体制の構築に要す
　  　る経費について助成
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

172 予 防 費 14,231 13,897 334 594 3,000 10,637 １．ハンセン病事業費 14,231
～ 　・ハンセン病事業費
173 　  　ハンセン病に対する正しい理

　  　解の啓発やハンセン病問題相
　　　談・支援センターの設置・運
　　　営に要する経費



課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

352 国民健康 271,679 278,003 -6,324 271,679 １．繰出金 271,679
保険事業  (1)国民健康保険事業特別会計繰出 270,040
特別会計 　　金
繰 出 金 　  　国民健康保険事業特別会計へ

　　　の繰出金

 (2)国民健康保険事業特別会計繰出 1,639
　  金（国保ヘルスアップ支援事業
　　分）
　  　国民健康保険事業特別会計へ
　　　の繰出金

3,076,938 3,059,315 17,623 1,334,083 216,282 1,526,573課　　計

－83－



－84－

課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

170 公衆衛生 17,875 12,632 5,243 5,269 12,606 １．保健医療推進対策費 17,875
～ 総 務 費  (1)移植医療推進普及啓発事業 12,606
171 　　　移植医療推進のための熊本県

　　　臓器移植コーディネーター設
　　　置等に要する経費

 (2)臓器移植院内コーディネーター 5,269
　  連携構築事業
　　　県内医療機関における臓器移
　　　植院内コーディネーター等の
      養成に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

176 環境衛生 43,214 37,458 5,756 43,214 １．職員給与費 43,214
総 務 費 　・生活衛生職員給

178 生活衛生 38,343 33,413 4,930 13,926 5,017 19,400 １．生活衛生対策費 11,012
～ 指 導 費  (1)生活衛生環境確保対策事業 6,898
179 　　　理容所、美容所、旅館等の生

　　　活衛生関係営業施設に対する
　　　監視指導等に要する経費

一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源



課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (2)住宅宿泊事業適正運営確保事業 4,114
　　　住宅宿泊事業法に基づく届出
　　　の受理、監督指導等に要する
　　　経費

２．生活衛生営業指導費 27,331
　・生活衛生営業振興対策事業
　　　（公財）生活衛生営業指導セ
　　　ンターの運営費及び同センタ
　　　ーが行う生活衛生営業振興事
　　　業等に要する経費について助
　　　成

182 環 境 2,429 1,023 1,406 4,575 -2,146 １．温泉調査費 2,429
～ 整 備 費 　・温泉保護対策等事業
183 　　　温泉掘削等の許可、許可施設

　　　への立入検査、温泉資源の調
　　　査等に要する経費

187 医 薬 73,108 70,548 2,560 73,108 １．職員給与費 73,108
総 務 費 　・薬務職員給

－85－
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課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

189 薬 務 費 89,263 75,181 14,082 6,364 79,012 3,887 １．職員給与費 17,140
～ 　・薬務行政関係職員給
191

２．薬務行政費 71,404
（主な事業）
 (1)薬事許認可事業 6,435
　　　薬局・医薬品販売業者等の許
　　　認可事務等に要する経費

 (2)薬物乱用防止事業 6,049
　　　各種薬物乱用防止啓発及び薬
　　　物乱用防止のための相談支援
　　　体制強化に要する経費

 (3)薬事試験実施事業 4,537
　　　登録販売者試験及び毒物劇物
　　　取扱者試験に係る事務に要す
　　　る経費



課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

 (4)かかりつけ薬剤師・薬局機能強 26,263
　　化及び普及啓発事業
　　　かかりつけ薬剤師・薬局の機
　　　能強化及び薬剤師確保等の対
　　　策等に要する経費
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (5)骨髄移植ドナー助成支援事業 2,276
　　　市町村が行う骨髄移植ドナー
　　　助成事業に要する経費につい
　　　て助成

３．献血制度普及費 719
　・献血推進対策事業
　　　献血者の確保対策及び啓発に
　　　要する経費

264,232 230,255 33,977 20,290 93,873 150,069課　　計

－87－



－88－

課名　子ども家庭福祉課　　（母子父子寡婦福祉資金特別会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

425 母子父子 92,477 91,768 709 92,477 １．母子父子寡婦福祉資金貸付金 91,864
寡婦福祉 　・母子父子寡婦福祉資金貸付金
資 金 　　　母子家庭及び父子家庭並びに
貸 付 金 　　　寡婦の経済的自立を図るため

　　　の各種貸付金

２．事務費 613
　・事務費
　　　母子父子寡婦福祉資金貸付事
　　　業に係る事務費

426 元 金 11,842 14,367 -2,525 11,842 １．元金 11,842
　・母子父子寡婦福祉資金償還金
　　　母子父子寡婦福祉資金貸付事
　　　業に係る国への償還金

427 一般会計 7,336 8,900 -1,564 7,336 １．一般会計繰出金 7,336
繰 出 金 　・一般会計繰出金

　　　母子父子寡婦福祉資金貸付事
　　　業に係る一般会計への繰出金

111,655 115,035 -3,380 111,655

一般財源

課　　計

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源



債務負担行為（設定）

(単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

　令和８年度

　　～令和13年度 294,354

35 　母子父子寡婦福祉資金貸付

　　母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）に基づき 　年次別内訳

　　実施する母子及び父子並びに寡婦に対する技能習得資金、生活資　 　　令和８年度 49,059

　　金、修学資金及び修業資金等の貸付け 　　令和９年度 49,059

　　令和10年度 49,059

　　令和11年度 49,059

　　令和12年度 49,059

　　令和13年度 49,059

課名　子ども家庭福祉課　　（母子父子寡婦福祉資金特別会計）

－89－
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課名　国保・高齢者医療課　　（国民健康保険事業特別会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

539 国民健康 182,813,314 190,586,926 -7,773,612 53,580,320 129,232,994 １．国民健康保険保険給付費等交付 150,156,124

～ 保 険 　　金
540 運 営 費 　・国民健康保険保険給付費等交付

　　金
　　　国民健康保険事業の実施に係
　　　る市町村への交付金

２．社会保険診療報酬支払基金納付 32,198,620
　　金
　・社会保険診療報酬支払基金納付
　　金
　　　後期高齢者支援金等の社会保
　    険診療報酬支払基金への納付
　　　金等

３．財政安定化基金積立金 68,283
　・国民健康保険財政安定化基金積
　　立金
　　　基金の運用利息の積立て

４．特別高額医療費共同事業拠出金 382,740
　・特別高額医療費共同事業拠出金
　　　特別高額医療費共同事業に要
　　　する国民健康保険中央会への
　　　拠出金

一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源



課名　国保・高齢者医療課　　（国民健康保険事業特別会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他
一般財源

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源

５．国民健康保険事業運営費 7,547
  ・国民健康保険事業運営費
　　　国民健康保険事業の運営に要
　　　する事務費

182,813,314 190,586,926 -7,773,612 53,580,320 129,232,994課　　計

－91－
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課名　健康づくり推進課　　（国民健康保険事業特別会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

541 公衆衛生 176,639 176,639 175,000 1,639 １．健康づくり推進費 176,639
総 務 費 　・国保ヘルスアップ支援事業

　　　糖尿病予防対策及び医療費
　　　適正化に向けた取組みに要
　　　する経費

176,639 176,639 175,000 1,639

一般財源

課　　計

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
比　較

(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源



病　　院　　局

(単位：千円）

収　入 支　出 損　益 収　入 支　出 差　引

（ 1,642,754 ）（ 1,657,318 ）（ -14,564 ）（ 13,000 ）（ 386,099 ）（ -373,099 )

1,664,284 1,663,235 1,049 391,962 538,783 -146,821

（注）１　（　　　　）内の数字は、前年度予算額
　　　２　収益的収支とは、一事業年度の企業の経営活動に伴って発生する全ての収益と費用をいう。
　　　３　資本的収支とは、建物・施設の建設や企業債の元金償還などの費用とその財源となる収入をいう。
　　　　　なお、資本的支出が収入を上回る部分は、当年度分損益勘定留保資金及び減債積立金で補填する。

病院事業会計

令和7年度当初予算総括表

資本的収支収益的収支
会計名

－93－
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部局名　病院局　　（病院事業会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

619 1,663,235 1,657,318 5,917 757,673 905,562 １．医業費用 1,648,326
 (1)給与費 1,020,167
　　　病院局職員給

 (2)材料費 65,599
　　　薬品費及び診療材料費等

 (3)経費 383,000
　　　清掃等の委託料及び光熱水費
　　　等

 (4)減価償却費 165,544
　　　建物等の減価償却費

 (5)資産減耗費 705
　　　固定資産除却費等

 (6)研究研修費 13,311
　　　職員研修旅費等

２．医業外費用 14,409
      支払利息及び企業債取扱諸費
　　　  企業債利息

３．予備費 500

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

比　較
(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

特　　定　　財　　源
一般財源

事項別
明細書
頁  数

項　目
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
説                       明

収 益 的
支 出



部局名　病院局　　（病院事業会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 説 明 資 料

比　較
(A)－(B)

本　年　度   の  財  源  内  訳

特　　定　　財　　源
一般財源

事項別
明細書
頁  数

項　目
本　年　度

（Ａ）
前　年　度

（Ｂ）
説                       明

620 538,783 386,099 152,684 172,000 146,821 219,962 １．建設改良費 179,340
 (1)施設整備費 52,950

 (2)器械備品購入費 126,390

２．企業債償還金 354,443
　　　建設改良分の企業債償還金
　　　（元金）

３．予備費 5,000

2,202,018 2,043,417 158,601 172,000 904,494 1,125,524

資 本 的
支 出

計

－95－
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第　 6 6 　 号

　 　 　 熊本県民生委員定数条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県民生委員定数条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 7 年 2 月 1 9 日提出

熊本県知事　 木　 村　 敬　 　 　

　 　 　 熊本県民生委員定数条例の一部を改正する 条例

　 熊本県民生委員定数条例（ 平成 2 6 年熊本県条例第 5 4 号） の一部を次のよ う に改正す

る 。

　 本則の表八代市の区域の項中「 3 2 9 人」 を「 3 3 0 人」 に改め、 同表玉名市の区域の

項中「 1 5 0 人」 を「 1 5 1 人」 に改め、 同表山鹿市の区域の項中「 1 5 3 人」 を「 1 5

5 人」 に改め、 同表菊池市の区域の項中「 1 0 9 人」 を「 1 1 4 人」 に改め、 同表宇城市

の区域の項中「 1 5 0 人」 を「 1 5 1 人」 に改め、 同表下益城郡美里町の区域の項中「 3

8 人」 を「 3 9 人」 に改め、 同表菊池郡大津町の区域の項中「 6 0 人」 を「 6 1 人」 に改

め、 同表上益城郡御船町の区域の項中「 5 0 人」 を「 5 1 人」 に改める 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 令和 7 年 1 2 月 1 日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 市町村の区域ごと の世帯数の増減や面積等を総合的に勘案し 、 地域の実情を踏ま え、 民

生委員の定数を変更する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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熊本県民生委員定数条例の一部を改正する条例（案）の概要 

健康福祉政策課   

 

議案番号 

 

  条 例 名 

 

              内             容 

 

第６６号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本県民生委員

定数条例の一部

を改正する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 条例改正の趣旨 

  民生委員の一斉改選（令和７年１２月１日）に向け、市町村の

区域ごとの世帯数の増減や面積等を総合的に勘案し、地域の実情

を踏まえ、民生委員の定数を変更する必要がある。 

 

２ 内容 

  次のとおり８市町について民生委員の定数を変更する。 
    八代市    ３２９人 → ３３０人（１増） 
    玉名市    １５０人 → １５１人（１増） 
    山鹿市    １５３人 → １５５人（２増） 
    菊池市    １０９人 → １１４人（５増） 
    宇城市    １５０人 → １５１人（１増） 
    下益城郡美里町 ３８人 →  ３９人（１増） 
    菊池郡大津町  ６０人 →  ６１人（１増） 
    上益城郡御船町 ５０人 →  ５１人（１増） 
 

  ＜参考＞ 

   本県の定数 ２，８０５人 → ２，８１８人（１３増） 

 

３ 施行期日 

   令和７年１２月１日 
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第　 6 7 　 号

　 　 　 熊本県一時保護施設の設備及び運営の基準に関する 条例の制定について

　 熊本県一時保護施設の設備及び運営の基準に関する 条例を次のよ う に制定する こ と と す

る 。

　 　 令和 7 年 2 月 1 9 日提出

熊本県知事　 木　 村　 敬　 　 　

　 　 　 熊本県一時保護施設の設備及び運営の基準に関する 条例

　 （ 趣旨）

第 1 条　 こ の条例は、 児童福祉法（ 昭和 2 2 年法律第 1 6 4 号。 以下「 法」 と いう 。 ） 第

1 2 条の 4 第 2 項の規定に基づき 、 一時保護施設の設備及び運営に関する 基準について

定める も のと する 。

　 （ 定義）

第 2 条　 こ の条例において使用する 用語は、 法において使用する 用語の例によ る 。

　 （ 設備及び運営についての水準の向上）

第 3 条　 一時保護施設は、 その設備及び運営についての水準の向上を図る こ と に努める も

のと する 。

　 （ 一般原則）

第 4 条　 一時保護施設は、 入所し ている 児童の権利に十分配慮する と と も に、 一人一人の

人格を尊重し て、 その運営を行わなければなら ない。

2 　 一時保護施設は、 児童の保護者及び地域住民に対し 、 当該一時保護施設の運営の内容

を適切に説明する よ う 努めなければなら ない。

3 　 一時保護施設は、 自ら その行う 業務の質の評価を行う と と も に、 定期的に外部の者に

よ る 評価を受けて、 それら の結果を公表し 、 常にその業務の質の改善を図ら なければな

ら ない。

4 　 一時保護施設は、 法第 3 3 条第 1 項又は第 2 項に規定する 一時保護の目的を達成する

ために必要な設備を設けなければなら ない。

5 　 一時保護施設の構造及び設備は、 採光、 換気等入所し ている 児童の保健衛生に関する

事項及びこ れら の児童に対する 危害防止に関する 事項に十分考慮さ れたも のでなければ

なら ない。

　 （ 非常災害対策）

第 5 条　 一時保護施設は、 消火設備その他の非常災害に対処する ために必要な設備を設け

る と と も に、 非常災害に対する 具体的な計画を立て、 非常災害に対する 不断の注意を払

い、 かつ、 非常災害時に備える ために必要な訓練を行う よ う 努めなければなら ない。

2 　 一時保護施設は、 少なく と も 毎月 1 回、 前項の訓練のう ち避難訓練及び消火訓練を行
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わなければなら ない。

3 　 一時保護施設は、 非常災害時には、 被災し た児童その他特に配慮を要する 者の受入れ

に努めなければなら ない。

　 （ 安全計画の策定等）

第 6 条　 一時保護施設は、 児童の安全の確保を図る ため、 当該一時保護施設の設備の安全

点検、 職員、 児童等に対する 施設外での活動、 取組等を含めた一時保護施設での生活そ

の他の日常生活における 安全に関する 教育、 職員の研修及び訓練その他一時保護施設に

おける 安全に関する 事項についての計画（ 以下こ の条において「 安全計画」 と いう 。 ）

を策定し 、 当該安全計画に従い必要な措置を講じ なければなら ない。

2 　 一時保護施設は、 職員に対し 、 安全計画について周知する と と も に、 前項の研修及び

訓練を定期的に実施し なければなら ない。

3 　 一時保護施設は、 定期的に安全計画の見直し を行い、 必要に応じ て安全計画の変更を

行う も のと する 。

　 （ 自動車を運行する 場合の児童の所在の確認）

第 7 条　 一時保護施設は、 児童の施設外での活動、 取組等のための移動その他の児童の移

動のために自動車を運行する と き は、 児童の乗車及び降車の際に、 点呼その他の児童の

所在を確実に把握する こ と ができ る 方法によ り 、 児童の所在を確認し なければなら ない。

　 （ 差別的取扱いの禁止）

第 8 条　 一時保護施設は、 入所し ている 児童の国籍、 信条、 社会的身分等によ って、 差別

的取扱いをし てはなら ない。

　 （ 児童の権利擁護）

第 9 条　 知事又は児童相談所長は、 一時保護施設において一時保護を行う に当たっては、

児童に対し 、 児童の権利、 児童の権利を擁護する 仕組み、 一時保護を行う 理由その他必

要な事項について、 年齢、 発達の状況その他の当該児童の事情に応じ た説明を行わなけ

ればなら ない。

2 　 一時保護施設は、 入所し ている 児童に対し 、 その意見又は意向（ 法第 3 3 条の 3 の 3

に規定する 意見聴取等措置において表明さ れた意見又は意向を含む。 ） を尊重し た支援

を行わなければなら ない。

　 （ 児童の権利の制限）

第 1 0 条　 一時保護施設は、 正当な理由なく 、 児童の権利を制限し てはなら ない。

2 　 一時保護施設は、 前項に規定する 正当な理由がある 場合に、 やむを得ず児童の権利を

制限する に当たっては、 その理由について十分な説明を行い、 児童の理解を得る よ う 努

めなければなら ない。

　 （ 児童の行動の制限）
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第 1 1 条　 一時保護施設は、 施錠等によ り 児童の行動を制限し てはなら ない。

　 （ 児童の所持品等）

第 1 2 条　 一時保護施設は、 合理的な理由なく 、 児童の所持する 物の持込みを禁止し ては

なら ない。

2 　 一時保護施設は、 前項に規定する 合理的な理由がある 場合に、 やむを得ず児童の所持

する 物の持込みを禁止する に当たっては、 その理由について十分な説明を行い、 児童の

理解を得た上でこ れを行う よ う 努めなければなら ない。

3 　 一時保護施設は、 児童の所持する 物を保管する 場合は、 紛失、 盗難、 毀損等が生じ な

いよ う な設備に保管し なければなら ない。

　 （ 虐待等の禁止）

第 1 3 条　 一時保護施設の職員は、 入所し ている 児童に対し 、 法第 3 3 条の 1 0 各号に掲

げる 行為その他当該児童の心身に有害な影響を与える 行為をし てはなら ない。

　 （ 業務継続計画の策定等）

第 1 4 条　 一時保護施設は、 感染症や非常災害の発生時において、 入所し ている 児童に対

する 支援の提供を継続的に実施し 、 及び非常時の体制で早期の業務再開を図る ための計

画（ 以下こ の条において「 業務継続計画」 と いう 。 ） を策定し 、 当該業務継続計画に従

い必要な措置を講ずる よ う 努めなければなら ない。

2 　 一時保護施設は、 職員に対し 、 業務継続計画について周知する と と も に、 必要な研修

及び訓練を定期的に実施する よ う 努めなければなら ない。

3 　 一時保護施設は、 定期的に業務継続計画の見直し を行い、 必要に応じ て業務継続計画

の変更を行う よ う 努める も のと する 。

　 （ 設備の基準）

第 1 5 条　 一時保護施設には、 次に掲げる 設備を設けなければなら ない。

（ 1 ）　 居室

（ 2 ）　 学習等を行う 室

（ 3 ）　 屋内運動場（ 一時保護施設の付近にある 屋内運動場に代わる べき 場所を含む。 第

3 項及び第 2 8 条第 2 項において同じ 。 ） 又は屋外運動場（ 一時保護施設の付近にあ

る 屋外運動場に代わる べき 場所を含む。 第 3 項及び第 2 8 条第 2 項において同じ 。 ）

（ 4 ）　 相談室

（ 5 ）　 食堂（ ユニッ ト （ 居室、 居室に近接し て設けら れる 相互に交流を図る こ と ができ

る 設備、 浴室及び便所によ り 一体的に構成さ れる 場所であって、 その利用定員がおお

むね 6 人以下である も のをいう 。 以下こ の条並びに第 1 9 条第 1 項及び第 2 項におい

て同じ 。 ） を整備し 、 各ユニッ ト において食事を提供する 場合を除く 。 ）

（ 6 ）　 調理室
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（ 7 ）　 浴室

（ 8 ）　 便所

2 　 前項の設備を設ける に当たっては、 児童ができ る 限り 良好な家庭的環境において安全

にかつ安心し て暮ら すこ と ができ る よ う 、 ユニッ ト を整備する よ う 努めなければなら な

い。

3 　 第 1 項第 1 号から 第 3 号ま で、 第 7 号及び第 8 号に掲げる 設備の基準は、 次の各号に

掲げる 設備の区分に応じ 、 当該各号に定める と おり と する 。

　（ 1 ）　 居室　 次に掲げる 基準に適合する こ と 。

ア　 児童が穏やかに過ごすこ と ができ 、 安心し て暮ら すこ と ができ る 環境を整える こ

と 。

イ 　 一の居室の定員は 4 人以下と し 、 その面積は 1 人につき 4 ． 9 5 平方メ ート ル以

上と する こ と 。 ただし 、 乳児又は幼児のみの居室の 1 室の定員は 6 人以下と し 、 そ

の面積は 1 人につき 3 ． 3 平方メ ート ル以上と する 。

ウ 　 少年の居室の 1 室の定員は、 1 人と する よ う 努める と と も に、 その面積は、 8 平

方メ ート ル以上と する よ う 努める こ と 。

エ　 少年であっても 、 その福祉のために必要がある と き は、 複数の児童（ 少年を含む。

以下こ の号において同じ 。 ） で同一の居室を利用でき る よ う 、 複数の児童での利用

が可能な居室を設ける こ と 。

オ　 入所し ている 児童の年齢等に応じ 、 男子用及び女子用を区別し て設ける こ と 。

カ　 入所する 児童の年齢、 性別、 性的指向及びジェ ンダーアイ デンティ ティ の多様性

に関する 国民の理解の増進に関する 法律（ 令和 5 年法律第 6 8 号。 以下こ の項にお

いて「 理解増進法」 と いう 。 ） 第 2 条第 1 項に規定する 性的指向及び同条第 2 項に

規定する ジェ ンダーアイ デンティ ティ 等に配慮する こ と 。

（ 2 ）　 学習等を行う 室及び屋内運動場及び屋外運動場　 児童の人数に応じ た必要な面積

を有する こ と 。

（ 3 ）　 浴室及び便所　 次に掲げる 基準に適合する こ と 。

ア　 男子用及び女子用を区別し て設ける こ と 。 ただし 、 少数の児童を対象と し て設け

る と き は、 こ の限り でない。

イ 　 入所する 児童の年齢、 性別、 理解増進法第 2 条第 1 項に規定する 性的指向及び同

条第 2 項に規定する ジェ ンダーアイ デンティ ティ 等に配慮する こ と 。

4 　 第 1 項各号に掲げる 設備のほか、 児童 3 0 人以上を入所さ せる 一時保護施設には、 医

務室及び静養室を設けなければなら ない。

5 　 児童の生活の場は、 児童のプラ イ バシーの保護に十分に配慮さ れた環境でなければな

ら ない。
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　 （ 職員の一般的要件）

第 1 6 条　 一時保護施設に入所し ている 児童の保護に従事する 職員は、 健全な心身を有し 、

豊かな人間性と 倫理観を備え、 児童福祉事業に熱意のある 者であって、 でき る 限り 児童

福祉事業の理論及び実務について訓練を受けたも のでなければなら ない。

　 （ 職員の知識及び技能の向上等）

第 1 7 条　 一時保護施設の職員は、 常に自己研鑽に励み、 法第 3 3 条第 1 項又は第 2 項に

規定する 一時保護の目的を達成する ために必要な知識及び技能の修得、 維持及び向上に

努めなければなら ない。

2 　 知事は、 一時保護施設の職員がその資質の向上のために、 一時保護施設に入所し てい

る 児童の権利の擁護、 児童の意見又は意向を尊重し た支援の実施その他必要な事項に関

する 研修を受ける 機会を提供し なければなら ない。

　 （ 職員の配置の基準）

第 1 8 条　 一時保護施設に配置し なければなら ない職員は、 次に掲げる と おり と する 。

（ 1 ）　 児童指導員（ 児童の生活指導を行う 者をいう 。 次項及び第 2 1 条において同じ 。 ）

（ 2 ）　 嘱託医

（ 3 ）　 看護師

（ 4 ）　 保育士

（ 5 ）　 心理療法担当職員

（ 6 ）　 個別対応職員

（ 7 ）　 学習指導員

（ 8 ）　 栄養士又は管理栄養士

（ 9 ）　 調理員

2 　 前項第 1 号の児童指導員及び同項第 4 号の保育士の総数は、 満 2 歳に満たない幼児お

おむね 1 ． 6 人につき 1 人、 満 2 歳以上満 3 歳に満たない幼児おおむね 2 人につき 1 人、

満 3 歳以上の児童おおむね 3 人につき 1 人を合計し た数以上と する 。

3 　 第 1 項第 5 号の心理療法担当職員の員数は、 児童おおむね 1 0 人につき 1 人以上と す

る 。

4 　 第 1 項第 6 号の規定にかかわら ず、 1 0 人以下の児童を入所さ せる 一時保護施設には、

個別対応職員を配置し ないこ と ができ る 。

5 　 第 1 項第 7 号の学習指導員の員数は、 児童の人数に応じ た適切な数を配置する よ う 努

めなければなら ない。 ただし 、 学習指導を委託する 場合は、 学習指導員を配置し ないこ

と ができ る 。

6 　 第 1 項第 8 号の規定にかかわら ず、 4 0 人以下の児童を入所さ せる 一時保護施設には、

栄養士又は管理栄養士を配置し ないこ と ができ る 。
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7 　 第 1 項第 9 号の規定にかかわら ず、 調理業務の全部を委託する 場合は、 調理員を配置

し ないこ と ができ る 。

　 （ 夜間の職員配置基準）

第 1 9 条　 一時保護施設（ ユニッ ト を整備し ていないも のに限る 。 ） には、 夜間、 2 人以

上の職員を配置し なければなら ない。

2 　 一時保護施設（ 前項に規定する も のを除く 。 ） には、 夜間、 1 ユニッ ト ごと に 1 人以

上の職員を配置し なければなら ない。 ただし 、 職員全体の員数は、 2 人を下る こ と はで

き ない。

3 　 一時保護施設において児童相談所の開庁時間以外の時間における 法第 2 5 条第 1 項の

規定によ る 通告に係る 対応を行う 場合は、 一時保護施設には、 夜間、 前 2 項に規定する

職員と は別に、 当該対応のために必要な職員を配置する よ う 努めなければなら ない。

　 （ 管理者等）

第 2 0 条　 一時保護施設には、 人格が高潔で識見が高く 、 一時保護施設を適切に運営する

能力を有する 者を管理者と し て配置し なければなら ない。

2 　 一時保護施設には、 職員の指導及び教育を行う 指導教育担当職員を配置し なければな

ら ない。

3 　 前項の指導教育担当職員は、 一時保護施設における 業務又は児童相談所における 児童

の福祉に係る 相談援助業務に通算し ておおむね 5 年以上従事し た経験を有する 者でなけ

ればなら ない。

4 　 一時保護施設の管理者及び指導教育担当職員は、 2 年に 1 回以上、 一時保護施設の運

営に関する 必要な知識の習得及びその資質の向上のために、 一時保護施設の設備及び運

営に関する 基準（ 令和 6 年内閣府令第 2 7 号。 次条及び附則第 2 項において「 基準府令」

と いう 。 ） 第 2 0 条第 4 項に規定する こ ど も 家庭庁長官が指定する 者が行う 研修又はこ

れに準ずる 研修を受けなければなら ない。 ただし 、 やむを得ない理由がある と き は、 こ

の限り でない。

　 （ 児童指導員の資格）

第 2 1 条　 児童指導員は、 次の各号のいずれかに該当する 者でなければなら ない。

（ 1 ）　 基準府令第 2 1 条第 1 項第 1 号に規定する 都道府県知事の指定する 児童福祉施設

の職員を養成する 学校その他の養成施設を卒業し た者（ 学校教育法（ 昭和 2 2 年法律

第 2 6 号） の規定によ る 専門職大学の前期課程を修了し た者を含む。 ）

（ 2 ）　 社会福祉士の資格を有する 者

（ 3 ）　 精神保健福祉士の資格を有する 者

（ 4 ）　 学校教育法の規定によ る 大学（ 短期大学を除く 。 次号及び次条において同じ 。 ）

において社会福祉学、 心理学、 教育学若し く は社会学を専修する 学科又はこ れら に相
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当する 課程を修めて卒業し た者

（ 5 ）　 学校教育法の規定によ る 大学において社会福祉学、 心理学、 教育学又は社会学に

関する 科目の単位を優秀な成績で修得し たこ と によ り 、 同法第 1 0 2 条第 2 項の規定

によ り 大学院への入学を認めら れた者

（ 6 ）　 学校教育法の規定によ る 大学院において社会福祉学、 心理学、 教育学若し く は社

会学を専攻する 研究科又はこ れら に相当する 課程を修めて卒業し た者

（ 7 ）　 外国の大学において社会福祉学、 心理学、 教育学若し く は社会学を専修する 学科

又はこ れら に相当する 課程を修めて卒業し た者

（ 8 ）　 学校教育法の規定によ る 高等学校若し く は中等教育学校を卒業し た者、 同法第 9

　 0 条第 2 項の規定によ り 大学への入学を認めら れた者若し く は通常の課程によ る 1 2

年の学校教育を修了し た者（ 通常の課程以外の課程によ り こ れに相当する 学校教育を

修了し た者を含む。 ） 又は文部科学大臣がこ れと 同等以上の資格を有する と 認定し た

者であって、 2 年以上児童福祉事業に従事し たも の

（ 9 ）　 教育職員免許法（ 昭和 2 4 年法律第 1 4 7 号） に規定する 幼稚園、 小学校、 中学

校又は高等学校の教諭の免許状を有する 者であって、 知事が適当と 認めたも の

（ 10）　 3 年以上児童福祉事業に従事し た者であって、 知事が適当と 認めたも の

　 （ 心理療法担当職員の資格）

第 2 2 条　 心理療法担当職員は、 学校教育法の規定によ る 大学若し く は大学院において心

理学を専修する 学科、 研究科若し く はこ れに相当する 課程を修めて卒業し た者であって

個人及び集団心理療法の技術を有する も の又はこ れと 同等以上の能力を有する と 認めら

れる 者でなければなら ない。

　 （ 学習指導員の資格）

第 2 3 条　 学習指導員は、 教育職員免許法に規定する 小学校、 中学校又は高等学校の教諭

の免許状を有する 者でなければなら ない。

2 　 一時保護施設は、 学齢児童及び学齢生徒（ それぞれ学校教育法第 1 8 条に規定する 学

齢児童及び学齢生徒をいう 。 ） を入所さ せている 場合であって、 学習指導員を 2 人以上

配置する と き は、 教育職員免許法に規定する 小学校の教諭の免許状を有する 学習指導員

及び同法に規定する 中学校の教諭の免許状を有する 学習指導員をそれぞれ 1 人以上配置

する よ う 努めなければなら ない。

　 （ 他の社会福祉施設を併せて設置する と き の設備及び職員の基準）

第 2 4 条　 一時保護施設は、 他の社会福祉施設を併せて設置する と き は、 必要に応じ 当該

一時保護施設の設備及び職員の一部を併せて設置する 社会福祉施設の設備及び職員と 兼

ねる こ と ができ る 。

2 　 前項の規定は、 入所し ている 児童の居室及び一時保護施設に特有の設備並びに入所し
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ている 児童の保護に直接従事する 職員については、 適用し ない。

　 （ 衛生管理等）

第 2 5 条　 一時保護施設は、 入所し ている 児童の使用する 食器その他の設備又は飲用に供

する 水について衛生的な管理に努め、 又は衛生上必要な措置を講じ なければなら ない。

2 　 一時保護施設は、 当該一時保護施設において感染症又は食中毒が発生し 、 又はま ん延

し ないよ う に、 職員に対し 、 感染症及び食中毒の予防及びま ん延の防止のための研修並

びに感染症の予防及びま ん延の防止のための訓練を定期的に実施する よ う 努めなければ

なら ない。

3 　 一時保護施設は、 入所し ている 児童の希望等を勘案し 、 清潔を維持する こ と ができ る

よ う 適切に入所し ている 児童を入浴さ せ、 又は清し き し なければなら ない。

4 　 一時保護施設は、 入所し ている 児童に対し 清潔な衣服を提供し なければなら ない。 な

お、 下着は児童の所持する 物を使用さ せ、 又は未使用のも のを提供し なければなら ない。

5 　 一時保護施設は、 必要な医薬品その他の医療品を備える と と も に、 それら の管理を適

正に行わなければなら ない。

　 （ 食事）

第 2 6 条　 一時保護施設は、 入所し ている 児童に食事を提供する と き は、 当該一時保護施

設内で調理する 方法（ 第 2 4 条の規定によ り 、 当該一時保護施設の調理室を兼ねている

他の社会福祉施設の調理室において調理する 方法を含む。 ） によ り 行わなければなら な

い。

2 　 一時保護施設における 食事の献立は、 でき る 限り 、 変化に富み、 入所し ている 児童の

健全な発育に必要な栄養量を含有する も のでなければなら ない。

3 　 一時保護施設は、 前項の規定によ る ほか、 食品の種類及び調理方法について、 栄養並

びに入所し ている 児童の身体的状況及び嗜好を考慮し た食事を提供し なければなら ない。

4 　 一時保護施設における 調理は、 あら かじ め作成さ れた献立に従って行わなければなら

ない。 ただし 、 少数の児童を対象と し て家庭的環境の下で行われる と き は、 こ の限り で

ない。

5 　 一時保護施設は、 児童の食育の推進に努めなければなら ない。

　 （ 児童及び職員の健康状態の把握等）

第 2 7 条　 児童相談所長は、 入所し た児童の健康状態を把握する ために、 当該児童の状況

等に応じ 、 医師又は歯科医師によ る 診察その他の必要な措置を講じ なければなら ない。

2 　 児童相談所長は、 前項の措置の実施によ り 児童の健康状態を把握し た医師又は歯科医

師に、 その結果に関し 必要な事項を入所し た児童の健康を記録する 書面に記入さ せる と

と も に、 一時保護の解除及び医療上の措置その他の必要な手続をと る 必要がある と 当該

医師又は歯科医師が認める 場合には、 その旨を児童相談所長又は知事に勧告する よ う 求
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めなければなら ない。

3 　 一時保護施設は、 職員の健康状態の把握に当たっては、 特に入所し ている 児童の食事

を調理する 職員について細心の注意を払わなければなら ない。

　 （ 養護）

第 2 8 条　 一時保護施設における 養護は、 児童に対する 安定し た生活環境を整える と と も

に、 生活支援及び教育を行いつつ児童を養育する こ と によ り 、 児童の心身の健やかな成

長を支援する こ と を目的と し て行わなければなら ない。

2 　 学習等を行う 室、 屋内運動場、 屋外運動場等における 活動は、 それら の面積及び利用

する 児童数を勘案し て、 児童の安全が確保さ れたも のでなければなら ない。

　 （ 生活支援、 教育及び親子関係再構築支援等）

第 2 9 条　 一時保護施設における 生活支援は、 児童の自主性を尊重し つつ基本的生活習慣

を確立する と と も に、 豊かな人間性及び社会性を養う こ と ができ る よ う 行わなければな

ら ない。

2 　 一時保護施設における 教育は、 適切な相談、 助言、 情報の提供等の支援によ り 、 児童

がその適性、 能力等に応じ た学習ができ る よ う 行わなければなら ない。

3 　 一時保護施設は、 学校教育法第 1 条に規定する 学校（ 幼稚園を除く 。 ） に在籍し てい

る 児童が適切な教育を受けら れる よ う 、 当該児童の希望を尊重し つつ、 その置かれてい

る 環境その他の事情を勘案し 、 通学の支援その他の必要な措置を講ずる よ う 努めなけれ

ばなら ない。

4 　 一時保護施設は、 児童の家庭の状況に応じ 、 親子関係の再構築等が図ら れる よ う 、 必

要な支援等を行わなければなら ない。

5 　 一時保護施設は、 児童が適切な支援を受けら れる よ う 、 一時保護の解除後も 当該解除

を行った児童相談所に必要な協力をする よ う 努めなければなら ない。

　 （ 関係機関と の連携）

第 3 0 条　 児童相談所長は、 児童の通学する 学校と 密接に連携する と と も に、 必要に応じ

警察、 医療機関その他の関係機関と 密接に連携し て、 児童の支援に当たら なければなら

ない。

　 （ 一時保護施設内部の規程）

第 3 1 条　 一時保護施設は、 次に掲げる 事項のう ち必要な事項に関する 規程を定めなけれ

ばなら ない。

　（ 1 ）　 入所する 児童の支援に関する 事項

　（ 2 ）　 その他一時保護施設の管理についての重要事項

　 （ 帳簿の整備）

第 3 2 条　 一時保護施設は、 入所し ている 児童の処遇の状況を明ら かにする 帳簿を整備し
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なければなら ない。

　 （ 秘密保持等）

第 3 3 条　 一時保護施設の職員は、 正当な理由がなく 、 その業務上知り 得た児童又はその

家族の秘密を漏ら し てはなら ない。

2 　 知事は、 一時保護施設の職員であった者が、 正当な理由なく 、 その業務上知り 得た児

童又はその家族の秘密を漏ら すこ と がないよ う 、 必要な措置を講じ なければなら ない。

　 （ 苦情への対応）

第 3 4 条　 知事は、 一時保護施設に入所し ている 児童又はその保護者等から の苦情に迅速

かつ適切に対応する ために、 苦情を受け付ける ための窓口を設置その他の必要な措置を

講じ なければなら ない。

2 　 知事は、 前項の必要な措置と し て、 苦情の公正な解決を図る ために、 苦情の解決に当

たって当該一時保護施設の職員以外の者を関与さ せなければなら ない。

　 （ 電磁的記録）

第 3 5 条　 一時保護施設及びその職員は、 記録、 作成その他こ れら に類する も ののう ち、

こ の条例の規定において書面（ 書面、 書類、 文書、 謄本、 抄本、 正本、 副本、 複本その

他文字、 図形等人の知覚によ って認識する こ と ができ る 情報が記載さ れた紙その他の有

体物をいう 。 以下こ の条において同じ 。 ） で行う こ と が規定さ れ、 又は想定さ れる も の

については、 書面に代えて、 当該書面に係る 電磁的記録（ 電子的方式、 磁気的方式その

他人の知覚によ っては認識する こ と ができ ない方式で作ら れる 記録であって、 電子計算

機によ る 情報処理の用に供さ れる も のをいう 。 ） によ り 行う こ と ができ る 。

　 　 　 附　 則

　 （ 施行期日）

1 　 こ の条例は、 令和 7 年 4 月 1 日から 施行する 。

　 （ 設備に関する 経過措置）

2 　 基準府令の施行の際現に存し た一時保護施設（ 基準府令の施行の後に全面的に改築さ

れたも のを除く 。 ） に係る 設備については、 第 1 5 条の規定は適用せず、 熊本県児童福

祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条例第 7 5 号。 次項にお

いて「 児童福祉施設基準条例」 と いう 。 ） 第 5 8 条の規定を準用する 。

　 （ 職員及び夜間の職員配置に関する 経過措置）

3 　 一時保護施設は、 職員の確保の状況その他特別の事由によ り 、 第 1 8 条及び第 1 9 条

の規定によ り 難いと き は、 令和 8 年 3 月 3 1 日ま での間、 こ れら の規定を適用し ないこ

と ができ る 。 こ の場合においては、 児童福祉施設基準条例第 5 9 条及び第 6 6 条の規定

を準用する 。

　 （ 指導教育担当職員に関する 経過措置）
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4 　 令和 8 年 3 月 3 1 日ま での間、 第 2 0 条第 3 項の規定にかかわら ず、 一時保護施設に

は、 法第 1 2 条の 3 第 2 項第 6 号に規定する 児童福祉司であって、 職員の指導及び教育

を行う ために必要な知識及び経験を有する 者と し て児童相談所長が適当と 認めた者を指

導教育担当職員と し て配置する こ と ができ る 。

　 （ 提案理由）

　 児童福祉法（ 昭和 2 2 年法律第 1 6 4 号） の一部改正に伴い、 一時保護施設の設備及び

運営に関する 基準について条例で定める 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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熊本県一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例（案）の概要 

子ども家庭福祉課   
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              内             容 
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熊本県一時保護

施設の設備及び

運営の基準に関

する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 条例制定の趣旨 

  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の一部改正に伴い、

一時保護施設の設備及び運営に関する基準について条例で定め

る必要がある。 

 

２ 内容 

(1) 趣旨について定める。（第１条関係） 

(2) 用語の定義について定める。（第２条関係） 

(3) 一時保護施設の一般原則等について定める。（第３条－第 

１４条関係） 

(4) 設備に関する基準について定める。（第１５条関係） 

(5) 運営に関する基準について定める。（第１６条－第３４条関

係） 

(6) 電磁的記録について定める。（第３５条関係） 

(7) この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

(8) 所要の経過措置を定める。（附則第２項－第４項関係） 

                              

３ 施行期日 

   令和７年４月１日 
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第　 6 8 　 号

　 　 　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例の一部を改正する 条例の制

定について

　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例の一部を改正する 条例を次のよ

う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 7 年 2 月 1 9 日提出

熊本県知事　 木　 村　 敬　 　 　

　 　 　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例の一部を改正する 条例

　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条例第 7 5

号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 第 1 5 条中「 乳児院」 の次に「 、 母子生活支援施設」 を加える 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 公布の日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 児童手当法（ 昭和 4 6 年法律第 7 3 号） の一部改正等を踏ま え、 関係規定を整備する 必

要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を 
改正する条例（案）の概要 

子ども家庭福祉課   

 

議案番号 

 

  条 例 名 

 

               内             容 

 

第６８号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本県児童福祉

施設の設備及び

運営の基準に関

する条例の一部

を改正する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 条例改正の趣旨 

  児童手当法（昭和４６年法律第７３号）の一部改正等を踏まえ、

関係規定を整備する。 

 

２ 内容 

(1) 改正の背景 

・ 児童手当法の改正により、児童手当の支給対象となる児童の

年齢が、１５歳から１８歳到達後の最初の３月３１日までの間

に引き上げられた。 

・ また、「施設入所等児童」の定義に、「母子生活支援施設」

に入所している児童（児童のみで構成される世帯に属している

ものに限る。）が新たに加わった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 改正内容 

・ 給付金（児童手当）の支払を受けた金銭の適切な管理を行わ

なければならない施設に「母子生活支援施設」を追加する。 
（第１５条関係） 

               

３ 施行期日 

   公布の日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施設入所等児童】父母がいない場合や虐待等により児童養護

施設等に入所している児童（施設入所等児童）においても、手

当の恩恵を享受できるよう、施設入所等児童に係る児童手当に

ついては、施設の設置者等に対して支給される。 
 
【母子生活支援施設】配偶者のない女子又はこれに準ずる事情

にある女子及びその者の監護すべき児童を入所させて、これら

の者を保護するとともに、これらの者の自立の促進のためにそ

の生活を支援することを目的とする施設。 
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第　 6 9 　 号

　 　 　 熊本県幼保連携型認定こ ど も 園以外の認定こ ど も 園の認定要件に関する 条例等の一

部を改正する 条例の制定について

　 熊本県幼保連携型認定こ ども 園以外の認定こ ど も 園の認定要件に関する 条例等の一部を

改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 7 年 2 月 1 9 日提出

熊本県知事　 木　 村　 敬　 　 　

　 　 　 熊本県幼保連携型認定こ ど も 園以外の認定こ ど も 園の認定要件に関する 条例等の一

部を改正する 条例

　 （ 熊本県幼保連携型認定こ ど も 園以外の認定こ ども 園の認定要件に関する 条例の一部改

正）

第 1 条　 熊本県幼保連携型認定こ ど も 園以外の認定こ ど も 園の認定要件に関する 条例（ 平

成 1 9 年熊本県条例第 1 2 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 5 条第 8 項第 2 号中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 （ 熊本県特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 2 条　 熊本県特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本

県条例第 6 6 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 1 2 条第 1 項第 6 号及び第 6 項中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加え、 同

条第 1 0 項中「 栄養士」 の次に「 若し く は管理栄養士」 を加える 。

　 　 第 4 6 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 （ 熊本県養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 3 条　 熊本県養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条

例第 6 7 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 1 3 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 （ 熊本県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 4 条　 熊本県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条

例第 6 8 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 1 2 条及び附則第 6 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 （ 熊本県指定居宅サービス 等の事業の人員、 設備及び運営の基準に関する 条例の一部改

正）

第 5 条　 熊本県指定居宅サービス 等の事業の人員、 設備及び運営の基準に関する 条例（ 平

成 2 4 年熊本県条例第 6 9 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 1 5 0 条、 第 1 8 5 条及び第 1 9 2 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加

える 。
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　 （ 熊本県指定介護予防サービス 等の事業の人員、 設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス 等に係る 介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する 条例の一部改正）

第 6 条　 熊本県指定介護予防サービス 等の事業の人員、 設備及び運営並びに指定介護予防

サービス 等に係る 介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する 条例（ 平成 2 4

年熊本県条例第 7 0 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 1 3 2 条、 第 1 6 9 条及び第 1 7 6 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加

える 。

　 （ 熊本県指定介護老人福祉施設の人員、 設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 7 条　 熊本県指定介護老人福祉施設の人員、 設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2

　 4 年熊本県条例第 7 1 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 5 条第 1 3 項中「 と き は、 生活相談員、 栄養士」 の次に「 若し く は管理栄養士」 を

加える 。

　 （ 熊本県保護施設等の設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 8 条　 熊本県保護施設等の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条例第

7 4 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 1 9 条第 1 項第 6 号及び第 2 8 条第 1 項第 6 号中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養

士」 を加える 。

　 （ 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 9 条　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条例

第 7 5 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 2 7 条第 1 項第 5 号、 第 4 5 条第 2 号及び第 5 9 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理

栄養士」 を加える 。

　 　 第 6 8 条第 8 項中「 者」 を「 肢体不自由」 に改める 。

　 　 第 6 9 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 　 第 7 8 条第 3 項第 3 号中「 指導」 を「 支援」 に改める 。

　 　 第 8 5 条、 第 9 7 条第 1 項第 8 号及び第 1 0 5 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養

士」 を加える 。

　 （ 熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例の

一部改正）

第 1 0 条　 熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する

条例（ 平成 2 4 年熊本県条例第 7 6 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 8 8 条第 4 項中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 　 第 1 0 7 条第 5 項中「 栄養士」 を「 栄養」 に改める 。

　 　 第 1 2 3 条中「 第 2 9 条から 第 3 1 条ま で」 を「 第 2 9 条、 第 3 0 条、 第 3 1 条第 4
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項」 に改める 。

　 （ 熊本県指定障害者支援施設の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例の一部改正）

第 1 1 条　 熊本県指定障害者支援施設の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 平成

2 4 年熊本県条例第 7 7 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 3 8 条第 5 項中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 （ 熊本県障害福祉サービス 事業の設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 1 2 条　 熊本県障害福祉サービス 事業の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年

熊本県条例第 7 8 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 4 5 条第 4 項中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 （ 熊本県障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 1 3 条　 熊本県障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県

条例第 7 9 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 3 0 条第 5 項中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 （ 熊本県指定通所支援の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例の一部改正）

第 1 4 条　 熊本県指定通所支援の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 平

成 2 4 年熊本県条例第 8 2 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 7 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 　 第 2 7 条第 1 項中「 次条第 1 項」 を「 第 2 8 条第 1 項」 に改め、 同条第 5 項中「 従事

者」 を「 従業者」 に改める 。

　 （ 熊本県指定障害児入所施設等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例の一部改正）

第 1 5 条　 熊本県指定障害児入所施設等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 平

成 2 4 年熊本県条例第 8 3 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 5 条中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 　 第 2 2 条第 1 項中「 前条」 を「 前 2 条」 に改める 。

　 　 第 5 1 条第 2 項中「 入所支援計画」 の次に「 及び移行支援計画」 を加える 。

　 （ 熊本県幼保連携型認定こ ど も 園の設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 1 6 条　 熊本県幼保連携型認定こ ども 園の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 6

年熊本県条例第 5 8 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 1 9 条第 2 号中「 栄養士」 の次に「 又は管理栄養士」 を加える 。

　 （ 熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例等

の一部を改正する 条例の一部改正）

第 1 7 条　 熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する

条例等の一部を改正する 条例（ 令和 6 年熊本県条例第 1 2 号） の一部を次のよ う に改正

する 。
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　 　 第 5 条のう ち熊本県障害福祉サービス 事業の設備及び運営の基準に関する 条例第 5 章

の次に 1 章を加える 改正規定中第 6 0 条の 4 に係る 部分を次のよ う に改める 。

　 （ 従業者の配置の基準）

第 6 0 条の 4 　 就労選択支援事業所に有し なければなら ない従業者及びその員数は、 次

の各号に掲げる 従業者の区分に応じ 、 当該各号に定める と おり と する 。

（ 1 ）　 管理者　 1

（ 2 ）　 就労選択支援員（ 就労選択支援の提供に当たる 者と し て厚生労働大臣が定める

も のをいう 。 以下同じ 。 ） 　 就労選択支援事業所ごと に、 常勤換算方法で、 利用者

の数を 1 5 で除し て得た数以上

2 　 前項第 2 号の利用者の数は、 前年度の平均値と する 。 ただし 、 新規に事業を開始す

る 場合は、 推定数によ る 。

3 　 第 1 項第 1 号の管理者は、 専ら その職務に従事する 者でなければなら ない。 ただし 、

就労選択支援事業所の管理上支障がない場合は、 当該就労選択支援事業所の他の業務

に従事し 、 又は当該就労選択支援事業所以外の事業所、 施設等の職務に従事する こ と

ができ る も のと する 。

4 　 第 1 項第 2 号の就労選択支援員は、 専ら 当該就労選択支援事業所の職務に従事する

者でなければなら ない。 ただし 、 利用者の支援に支障がない場合は、 こ の限り でない。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 令和 7 年 4 月 1 日から 施行する 。 ただし 、 第 9 条中熊本県児童福祉施設の

設備及び運営の基準に関する 条例第 6 8 条第 8 項及び第 7 8 条第 3 項第 3 号の改正規定、

第 1 0 条中熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する

条例第 1 0 7 条第 5 項及び第 1 2 3 条の改正規定、 第 1 4 条中熊本県指定通所支援の事業

等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例第 2 7 条の改正規定、 第 1 5 条中熊本県指

定障害児入所施設等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例第 2 2 条第 1 項及び第 5

1 条第 2 項の改正規定並びに第 1 7 条の規定は、 公布の日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 栄養士法（ 昭和 2 2 年法律第 2 4 5 号） の一部改正等を踏ま え、 関係条例の規定を整備

する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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熊本県幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定 
要件に関する条例等の一部を改正する条例（案）の概要 

障がい者支援課   

 

議案番号 

 

  条 例 名 

 

              内             容 

 

第６９号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本県幼保連

携型認定こど

も園以外の認

定こども園の

認定要件に関

する条例等の

一部を改正す

る条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 条例改正の趣旨 

  栄養士法（昭和２２年法律第２４５号）の一部改正に伴う施設等

の基準省令等の一部改正等を踏まえ関係条例の規定を整備する。 
２ 内容 

(1) 次の１７条例について規定の整備を行う。 
①熊本県幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定要

件に関する条例 
②熊本県特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条

 例 
③熊本県養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例 
④熊本県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例 
⑤熊本県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準

に関する条例 
⑥熊本県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並

びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法の基準に関する条例 
⑦熊本県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関

する条例 
⑧熊本県保護施設等の設備及び運営の基準に関する条例 
⑨熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 
⑩熊本県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の

基準等に関する条例 
⑪熊本県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例 
⑫熊本県障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する

条例 
⑬熊本県障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例 
⑭熊本県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例 
⑮熊本県指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例 
⑯熊本県幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関す

る条例 
⑰熊本県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の

基準等に関する条例等の一部を改正する条例 
(2) 条例改正の主な内容 
・ 配置基準の「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改正 
・ その他規定の整理に伴う改正  

３ 施行期日 

   令和７年４月１日等 
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第　 8 1 　 号

　 　 　 財産の無償貸付けについて

　 財産を次のよ う に無償で貸し 付ける こ と と する 。

　 　 令和 7 年 2 月 1 9 日提出

熊本県知事　 木　 村　 敬　 　 　

　 （ 提案理由）

　 公益社団法人熊本県精神科協会に財産を無償で貸し 付ける 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。

区分 所在地 財産の概要
貸付けの

相 手 方
貸付けの目的 貸付期間

土地 熊本市東区戸

島西三丁目 3

3 7 3 番ほか

1 筆

熊本県あかね

の里用地

面積2，544．11

平方メ ート ル

公益社団

法人熊本

県精神科

協会

福祉サービス

を提供する 施

設と し ての継

続的かつ安定

的な運営のた

め

令和 7 年 4 月

1 日から 令和

1 2 年 3 月 3

1 日ま で
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財産の無償貸付けの概要 

障がい者支援課   

 

議案番号 

 

  条 例 名 

 

              内             容 

 

第８１号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産の無償貸付

けについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益社団法人熊本県精神科協会への用地の無償貸付け 
 
１ 貸付けの概要 

  公益社団法人熊本県精神科協会に対して無償貸付けしている

県有地の貸付期間が令和７年３月３１日をもって満了すること

に伴い、更新を行う。 

 

２ 無償貸付けの理由 
  平成２２年４月１日に民営化した施設の継続的かつ安定的な

運営のため。 

                              

３ 貸付期間 
  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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第　 8 2 　 号

　 　 　 財産の無償貸付けについて

　 財産を次のよ う に無償で貸し 付ける こ と と する 。

　 　 令和 7 年 2 月 1 9 日提出

熊本県知事　 木　 村　 敬　 　 　

　 （ 提案理由）

　 社会福祉法人熊本県社会福祉事業団に財産を無償で貸し 付ける 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。

区分 所在地 財産の概要
貸付けの

相 手 方
貸付けの目的 貸付期間

土地 熊本市東区長

嶺南二丁目 2

2 5 5 番 3 3

3

熊本県ひばり

園及び熊本県

身体障害者能

力開発センタ

ー用地

面積9，577．35

平方メ ート ル

社会福祉

法人熊本

県社会福

祉事業団

福祉サービス

を提供する 施

設と し ての継

続的かつ安定

的な運営のた

め

令和 7 年 4 月

1 日から 令和

1 2 年 3 月 3

1 日ま で

宇城市松橋町

豊福字中微雨

2 8 3 2 番ほ

か 2 筆

熊本県く すの

き 園用地

面積12，888．67

平方メ ート ル

熊本県り んど

う 荘用地

面積5，211．35

平方メ ート ル
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財産の無償貸付けの概要 

障がい者支援課   

 

議案番号 

 

  条 例 名 

 

              内             容 

 

第８２号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産の無償貸付

けについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人熊本県社会福祉事業団への用地の無償貸付け 
 
１ 貸付けの概要 

  社会福祉法人熊本県社会福祉事業団に対して無償貸付けして

いる県有地の貸付期間が令和７年３月３１日をもって満了する

ことに伴い、更新を行う。 

 

２ 無償貸付けの理由 
  平成２２年４月１日に民営化した施設の継続的かつ安定的な

運営のため。 

                              

３ 貸付期間 
  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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第　 8 3 　 号

　 　 　 財産の無償貸付けについて

　 財産を次のよ う に無償で貸し 付ける こ と と する 。

　 　 令和 7 年 2 月 1 9 日提出

熊本県知事　 木　 村　 敬　 　 　

　 （ 提案理由）

　 社会福祉法人熊本県手をつなぐ 育成会に財産を無償で貸し 付ける 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。

区分 所在地 財産の概要
貸付けの

相 手 方
貸付けの目的 貸付期間

土地 宇城市松橋町

豊福字笹尾 1

7 8 6 番

熊本こ すも す

園用地

面積5，717．09

平方メ ート ル

社会福祉

法人熊本

県手をつ

なぐ 育成

会

福祉サービス

を提供する 施

設と し ての継

続的かつ安定

的な運営のた

め

令和 7 年 4 月

1 日から 令和

1 2 年 3 月 3

1 日ま で
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財産の無償貸付けの概要 

障がい者支援課   

 

議案番号 

 

  条 例 名 

 

              内             容 

 

第８３号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産の無償貸付

けについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人熊本県手をつなぐ育成会への用地の無償貸付け 
 
１ 貸付けの概要 

  社会福祉法人熊本県手をつなぐ育成会に対して無償貸付けし

ている県有地の貸付期間が令和７年３月３１日をもって満了す

ることに伴い、更新を行う。 

 

２ 無償貸付けの理由 
  平成２２年４月１日に民営化した施設の継続的かつ安定的な

運営のため。 

                              

３ 貸付期間 
  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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第　 8 8 　 号

　 　 　 権利の放棄について

　 次のと おり 権利を放棄する こ と と する 。

　 　 令和 7 年 2 月 1 9 日提出

熊本県知事　 木　 村　 敬　 　 　

　 （ 提案理由）

　 権利の放棄については、 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 9 6 条第 1 項の規定

によ り 議会の議決を経る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。 　 　

権利の根拠
相手方

放棄する 権利
理由

種類 決定年度 内訳 金額

熊本県

新型コ

ロ ナウ

イ ルス

感染症

対応従

事者慰

労金返

還金

令和 2 年度 個人 返還金 2 ， 7 3 7 円 　 返還決定の

相手方の破産

によ り 今後回

収の見込みが

ないため。
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権利の放棄について（概要） 

医療政策課   

 

議案番号 

 

  議 案 名 

 

              内             容 

 

第８８号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

権利の放棄につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 放棄する権利 

  熊本県新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金返還金 

１件 

決定年度 債権の内訳 金額 

令和２年度 返還金 ２，７３７円 

 
２ 権利の放棄を行う理由 

  返還決定の相手方の破産により今後回収の見込みがないため。
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